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奈良市報告第６４号

使用料の徴収に関する処分等についての
審査請求に係る報告について　　　　　

　使用料の徴収に関する処分等について行われた行政不服審査法第２条の規定による審査

請求に対し、次のとおり却下したので、地方自治法第２２９条第４項及び第２３１条の３

第９項の規定により報告する。

　　令和２年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

第１　審査請求年月日　

　　　令和２年１月１０日、２月１４日、２月２５日及び３月１２日

第２　主文　

　　　本件各審査請求を却下する。

第３　事実及び意見の理由

１　事案の概要

審査請求人が、処分庁に対して、平成３１年４月１５日付けで、審査請求人に係る

平成３１年３月から平成３２年２月までの下水道使用料の免除を申請したところ、処

分庁は、令和元年５月１０日付けで、これを不承認とする処分（以下「３１年処分」

という。）を行った。　

処分庁は、審査請求人に対し、令和元年７月分及び同年８月分各水道料金・下水道

使用料を各納期限までに納入しなかったことから、審査請求人に対し、それぞれ令和

元年１０月９日付け、同年１１月１３日付けで、令和元年７月分及び同年８月分の各

水道料金・下水道使用料督促状を送付した。

処分庁は、審査請求人による、令和元年１１月７日以降、令和元年１２月１１日ま

での間に順次行われた、いずれも同様に本市職員による「事実の捏造」、申請権行使

の妨害等の違法若しくは不当な行為、又は「奈良市の償い」の不履行若しくは信義則

違反を理由とするものと見られる、令和元年５月分から同年７月分の水道料金の支払

猶予申請及び同年５月分、同年６月分並びに同年８月分の下水道使用料の支払猶予申
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請に対して、令和元年１１月８日以降、同年１２月１３日までの間に、それぞれ不承

認通知書を送付した。

処分庁は、審査請求人に対し、令和元年１２月４日付けで、審査請求人が納付すべ

き令和元年１０月分の水道料金及び下水道使用料の納入通知書を送付した。

これら本件各処分等を不服として、審査請求人が本件各審査請求を提起したもので

ある。

２　本件各審査請求に至る経緯

　⑴　前件裁判

審査請求人により平成１３年９月１８日付けでなされた平成１３年度の水道料

金免除申請を、処分庁が同年１１月１６日付けで却下（以下「１３年却下」とい

う。）したところ、審査請求人は、不服申立てを経て、奈良市を相手方として、

１３年却下の取消しを求める訴えを奈良地方裁判所に提起した。その後、奈良地方

裁判所がこれを棄却する判決を下したところ審査請求人が大阪高等裁判所へ控訴し、

大阪高等裁判所は、平成１６年５月２７日、１３年却下が処分性を有することを前

提に、奈良市行政手続条例（平成１１年奈良市条例第１９号。以下「行手条例」と

いう。）第８条第１項に定める、申請に対する拒否処分に当たって提示すべき理由

の不備という手続上の違法があるとして、これを取り消すものとする判決を下した。

そして、平成１７年１２月９日、奈良市による上告受理申立てを不受理とする最高

裁判所の決定がなされ、１３年却下の取消請求の認容判決が確定した（以下「前件

裁判」という。）。

　⑵　奈良市長藤原昭（当時）による依頼

前件裁判の後、処分庁は、処分理由の記載に変更を加えた上、平成１８年１月

１２日付けで、再度審査請求人に係る平成１３年度の水道料金の減免申請を却下し

た。審査請求人は、これを不服として、この却下処分の取消し、水道料金の免除承

認及び慰謝料の支払を求めて審査請求を行った。

この審査請求については、申立てのうち処分の取消しを認容し、その余を棄却な

いし却下するという裁決がなされたものの、その後奈良市長藤原昭（当時）から処

分庁に対して、平成２１年３月３１日付けで、審査請求人の水道料金免除申請を承

認し、審査請求人世帯への救済措置を講ずべきであるとする依頼文書が出されたこ

ともあり、処分庁は、平成２１年５月７日付けで、審査請求人に係る平成２１年２
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月分までの水道料金の免除を承認した（以下「２１年承認」という。）。

　⑶　審査請求人による度重なる免除理由説明

２１年承認の前後から、審査請求人は、審査請求人が支払義務を負う使用料その

他の徴収金に関する事務を担当する部署等に赴き、これらの部署の管理職に対し

て、その異動による人員の交代がある都度、審査請求人の世帯に係る徴収金を免除

すべき理由の説明及び当該徴収金を免除せよとの要求を繰り返し行っていた。

その説明及び要求は、審査請求人が前件裁判における記録及び関連する経緯をま

とめた大部の資料を持参し、半日程度の時間をかけてその資料を提示しつつ行われ

ていた。

審査請求人が説明する免除理由の要旨は、「奈良市は審査請求人に対して、平成

１１年ころから、審査請求人の世帯の生活困窮という事由にもかかわらず、審査請

求人に対する各種料金の減免を認めず、その料金の違法不当な取立て行為や減免措

置に関する虚偽説明を繰り返してきた。これに対して審査請求人は不服申立てや訴

訟により争ってきたが、奈良市は審査請求人の主張を認めず、そのためにこれらの

争訟はいたずらに長期化し、そのせいで審査請求人は訴訟等の対応に注力せざるを

得ず、就労の機会を喪失するなどの多大な損失を被った。前件裁判により減免措置

に関する奈良市の違法性が明らかとなり、それに伴い奈良市は審査請求人に対し

て、従前の違法不当な取立て行為及び虚偽説明並びに減免の拒否それ自体により審

査請求人に与えた、就労及び生活再建の機会の喪失等の損害を理由として、審査請

求人に対する各種徴収金を免除する義務を負うこととなった。」というものである。

　⑷　奈良市が審査請求人に対して多数の減免措置を講じてきたこと

審査請求人による度重なる免除理由説明を受けて、奈良市は、おおむね平成２１

年以降、下水道使用料、国民健康保険料及び一部負担金、健康診断費、印鑑証明及

び住民票の発行手数料並びに固定資産税等について、審査請求人が毎年又は費用の

発生する都度提出する、審査請求人の主張する免除理由を記載したほぼ同じ内容の

理由書に基づき、支払の免除を認めてきた。

また、水道料金については、審査請求人による免除申請を待たずに、平成２１年

以降は、そもそも支払請求自体がなされていなかった。審査請求人は、水道料金に

限らず各種料金の免除が、毎年免除申請をせずとも自動継続してなされるべきこと

につき、免除を行うこと自体と同様の理由に基づく必要な措置であると説明してい
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た。

　⑸　平成２９年度の措置に関する審査請求人の説明

奈良市は審査請求人に対して、平成２９年６月５日付けで、今後の審査請求人に

対する各種免除措置の取扱いを他の市民と同様の基準で適正に行っていくものとす

る旨の通知（以下「２９年通知」という。）を発した。これを受けて、審査請求人

は、改めて奈良市の各部署に赴き、これまでどおりの各種の免除措置を講じるべき

ことを主張し、その理由として、これまで審査請求人が各部署に対して繰り返して

きた説明に加え、「前件裁判の結果奈良市は審査請求人に対して損害賠償責任を負

うこととなったが、その賠償額は、当時の生活保護の基準額に照らして、おおむね

２０００万円ほどにも上るものである。そして、審査請求人と奈良市とが、この奈

良市の違法行為に対する「償い」の方法について協議を継続した結果、審査請求人

が奈良市に対してこの「償い」に係る国家賠償請求訴訟を提起しないことと引換え

に、審査請求人及びその世帯員が奈良市に対して支払うべき公租公課、使用料及び

手数料その他の金銭負担につき、今後審査請求人及びその世帯員が存命の限り免除

されるものとの合意が成立した。」ということを述べ立てた。この主張内容が、本

件各審査請求に至るまで審査請求人が主張するところの「奈良市の償い」及びそれ

に関する合意に当たるものである。

これらの主張を行うために審査請求人が奈良市の各部署に赴く頻度は、多いとき

には連日の場合を含め週に複数回となることもあり、説明及び応対の１回当たりの

時間は、数十分から、５時間程度に及ぶこともあった。

また、この説明及び応対の際に、録音等の記録を行うことや、既に奈良市職員ら

が説明を尽くした後にも審査請求人が対応を強要するなどして対応が長時間に及ぶ

場合に、対応を打ち切り審査請求人の退席を求めるなどのやりとりについて、審査

請求人と奈良市職員との間で対立が生じる場面も多くあった。

　⑹　本件処分等に先んじてなされた処分及び審査請求

処分庁は、審査請求人が平成２９年４月１８日付けで行った平成２９年度下水道

使用料免除申請を受けて、平成２９年６月２７日、審査請求人に対し平成２９年度

下水道使用料免除不承認処分を行ったが、審査請求人はこれを不服として同処分及

び同処分の日以降に行われた水道料金・下水道使用料納入通知・督促処分の取消し

等を求めて、同年９月２６日に審査請求（以下「前件審査請求」という。）を行っ

た。前件審査請求については、弁明書、反論書及び再反論書の提出並びに口頭意見
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陳述の実施等の審理手続を経て、平成３０年６月２８日、棄却裁決がなされた。

その後、審査請求人は、平成３０年７月１０日に平成３０年度固定資産税免除不

承認処分の取消し又は変更を求める審査請求を行ったことを皮切りに、水道料金・

下水道使用料督促処分、固定資産税督促処分及び証明書手数料免除不承認処分につ

いての審査請求等、本件各審査請求に係る審理手続の終結時点に至るまで（平成

３０年７月１０日から令和２年６月２６日までの間）に、審査庁に対して、１２５

件の審査請求を提起している。これらのうちには、処分庁が令和元年５月１０日に

行った、３１年処分の取消し又は変更を求める審査請求（令和元年度第２８号請

求）も含まれている。

以上の他、審査請求人は、奈良市長が行った介護保険料免除申請不承認処分及び

国民健康保険料免除申請不承認処分等の介護保険料及び国民健康保険料に係る処分

について、奈良県に対して、多数の審査請求を行っている。

これらの審査請求における審査請求人の主張は、上述の「奈良市の償い」及びそ

れに関する合意の成立を主たる理由とするものである他、審査請求人の意に沿った

対応を行わなかった職員の氏名を摘示し、誹謗中傷を重ねて個人攻撃を加えるとい

う点についても、後述する本件各審査請求における審査請求人の主張と同様のもの

であった。

３　審査請求人の主張の要旨

２１年承認は、審査請求人の世帯の経済的損失等が回復されるまで毎年免除申請せ

ずとも水道料金を免除することを承認する処分であるから、本件納入通知処分及び本

件各督促処分は、無効又は取り消されるべきである。

また、３１年処分は、処分庁に属する特定の無知無能な職員による事実の捏造とい

う犯罪的行為、及びそれらの悪党に加担する他の特定職員の暴挙・妄動といった、暴

力団組織と化した奈良市による審査請求人の権利侵害となる犯罪的行為により、「奈

良市の償い」及びこれに基づく合意を無視してなされた違法なものであり、かつ行手

条例第８条第１項の定めにより申請に対する拒否処分にあたって求められる処分理由

の提示がなされていないという点でも違法であって、したがって３１年処分の後続処

分となる本件納入通知処分及び本件各督促処分は、違法なものである。

さらに、水道料金支払猶予申請不承認処分及び下水道使用料支払猶予申請不承認処

分については、それ自体行手条例第８条第１項に定める理由の提示がなされていない

− 5 −



違法がある。

４　処分庁の主張の要旨

　⑴　本案前の主張

審査請求人の主張は、何ら正当な根拠に基づくものではなく、また処分庁職員ら

を誹謗中傷する不当なものでもあり、さらには審査請求人が本件各審査請求と同様

の審査請求を大量かつ執拗に反復提起し、既に多数の棄却又は却下裁決がなされて

いることや、審査請求人の職員に対する誹謗中傷等の行為について奈良市不当要求

行為等審査会により不当要求として認定され、審査請求人に対して警告書が送付さ

れているといった状況に鑑みると、本件各審査請求の本案に係る審理手続を行うこ

とは、本来の住民福祉に傾注されるべき職員の公務を妨げ、職員に対する誹謗中傷

を許すのみで有害無益であることから、本件各審査請求は審査請求権の濫用であっ

て、審査請求の利益を欠くものとして、却下されるべきである。

なお、水道料金債権は私法上の契約である給水契約によって発生する私債権で

あって、これに関する処分性は認められないことから、水道料金に係る各措置は審

査請求の対象とならず、本件各審査請求のうち、水道料金に係る各措置を対象とす

るものについては当然に却下されるべきである。

　⑵　本案の主張

３１年処分にあたっては、処分庁は審査請求人に対し、書面により不承認の理由

を具体的に通知しており、行手条例第８条第１項に違反するものではなく、何ら違

法ではないが、仮にそれが違法であったとしても、それによって平成３１年度分の

下水道使用料を免除する効果が発生するものではなく、審査請求人はそれらの下水

道使用料の支払義務を負うところ、本件納入通知処分及び本件各督促処分につき違

法性の発生する余地はない。

また、下水道使用料支払猶予申請不承認処分については、審査請求人の主張する

支払猶予申請の理由は、奈良市下水道条例（昭和５１年奈良市条例第１６号）第

３９条及び同条例施行規程（平成２６年奈良市企業局管理規程第１号）第３１条の

定める支払猶予を行うことが出来る場合に該当せず、かつ処分にあたっては根拠規

定を特定して不承認の理由を具体的に記載しており、行手条例第８条第１項に違反

するものでもない。

したがって、審査請求人の主張は失当であり、下水道使用料に係る各処分は根拠
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規定に基づき適正になされており何ら違法な点はない。

５　本件各審査請求の争点

　⑴　本案前の争点

　　ア　審査請求権の濫用

本件各審査請求が審査請求権の濫用にあたり、不適法なものとなるかが争点と

なる。

　　イ　水道処分等の処分性の有無

水道料金に係る各措置に処分性が認められ、審査請求の対象となり得るかが争

点となる。

　⑵　本案の争点

　　ア　水道処分等の違法性

水道料金に係る各措置に対する審査請求が適法なものである場合には、２１年

承認の効力により現在に至るまで審査請求人について水道料金の免除が認められ

るかが争点となる。

　　イ　下水道処分等の違法性

本件納入通知処分及び本件各督促処分に対する審査請求が適法なものである場

合には、３１年処分の違法性が本件納入通知処分及び本件各督促処分の効力に影

響し得るか、３１年処分が違法といえるか、また行手条例第８条第１項に定める

理由の提示がなされているかその他３１年処分との関係とは別に本件納入通知処

分及び本件各督促処分自体の違法事由が存在するかが争点となる。

６　争点についての判断

　⑴　本案前の争点

　　ア　審査請求権の濫用

権利濫用の禁止（民法（明治２９年法律第８９号）第１条第３項）は、法律上

の権利又は権限の行使一般について妥当する法原則であり、行政に対する市民の

権利行使に関しても当てはまるものであるから、形式的には法令上の根拠を有す

る申請・請求その他の行為としてなされたものであっても、本来の趣旨目的に反

し、社会的相当性を逸脱するような場合については、違法なものとなり得る。

そのため、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号。以下「行服法」とい

う。）に基づく審査請求についても、適式な審査請求申立の形をとっていたとし
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ても、国民の権利利益の救済及び行政の適正な運営の確保といった行服法の目的

（行服法第１条第１項）に資するものでないか、又は資するところが著しく乏し

いことが明らかであり、審査請求に仮託して正当な行政行為の妨害や特定職員の

誹謗中傷を行うこと等の不当な目的又は態様によりなされたものである場合に

は、行服法の趣旨に鑑みて当該審査請求を認めることにより得られる利益と害さ

れる利益も考慮の上、審査請求を認めることにより却って公益を害し、行服法の

趣旨に反することとなるときには、当該審査請求は審査請求権の濫用に該当する

不適法なものとして却下されるべきと言える。

審査請求人は、２１年承認がなされた後、２９年通知が発出されるまでの間、

審査請求人が支払義務を負う各種の徴収金の収納事務を担当する部署を始め、処

分庁及び奈良市の多数の部署を訪れ、長時間にわたって各部署の管理職員らに対

応を強制し、一連の審査請求において審査請求人が主張するところの「奈良市の

償い」の基礎となる事実に基づき審査請求人に対する徴収金の免除等の特別の措

置を講ずべきことを説明し、それに応じさせてきた。

２９年通知以降は、処分庁及び奈良市において、審査請求人から長時間にわた

る対応の強制その他の不当な要求を受けたとしても、各種徴収金の減免について

審査請求人を特別扱いせず、他の市民と同様の基準で減免に関する判断を行うこ

ととされ、「奈良市の償い」に類する理由による徴収金の免除が認められなく

なったため、審査請求人による自己に有利な取扱いを求めての処分庁・奈良市の

訪問と職員らへの対応要求は、より頻繁になった。

また、それらの訪問及び対応要求の際には、「奈良市の償い」に基づき徴収金

の免除等の措置を講ずべきことを執拗に求めるだけでなく、審査請求人による各

種徴収金の免除申請を不承認とする等、審査請求人による要求について審査請求

人の意に沿わない対応をとった職員個人に対して、審査請求人は、罵声を浴びせ

誹謗中傷を加えるなど執拗に個人攻撃を繰り返し、当該職員らが審査請求人にそ

のような不当な言動を止めるよう求め、又は対応を拒否し若しくは打ち切ろうと

した際等に、当該職員らを撮影するなどしていた。

上述の通り、本件各審査請求は、審査請求人により繰り返し行われている、

「奈良市の償い」を理由とする各種徴収金の免除、不徴収又は徴収猶予を不承認

とされたことについての（前件審査請求後に審査庁に対して提起されたものだけ
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でも）１２５件にも上る 審査請求の一つとしてなされたものであり、それら審

査請求と、「奈良市の償い」が市長の特に認めるものとして徴収金の免除等の特

別の理由となるかという争点を同じくするものである。

この１２５件の審査請求のうち、（前件審査請求については、平成３０年６月

２８日）平成３０年度第５号請求及び第７号請求については平成３１年３月２５

日、平成３０年度第６号請求については平成３１年４月２４日、それぞれ棄却裁

決が、平成３０年度第８号、第９号及び第１１号請求については平成３１年４月

２４日に一部却下一部棄却裁決が、審査請求人による反論書等の書面の提出及び

口頭意見陳述を経た上で各々なされている。

そして、平成３０年度第１５号請求については平成３１年３月２８日、平成

３０年度第１３号及び第１４号請求については平成３１年４月２４日、平成３０

年度第１６号及び第１８号から第２０号請求については令和元年６月３日、平成

３０年度第１７号請求については令和元年６月５日、平成３０年度第２２号から

第２８号、第３０号から第３８号、第４０号及び第４１号請求については令和元

年８月７日、平成３０年度第３９号請求については令和元年８月２０日、平成

３１年度第１号から第５号請求、令和元年度第６号から第９号、第１１号及び第

１２号請求については令和元年１０月２１日、令和元年度第１０号請求について

は令和元年１０月２４日、令和元年度第１３号請求については令和元年１１月

２１日、令和元年度第１４号及び第１７号請求については令和元年１１月２９

日、令和元年度第５６号請求については令和元年１２月２５日、令和元年度第

１５号、第１６号、第１８号から第２１号、第２３号から第２８号及び第３０号

から第３４号請求については令和元年１２月２６日、令和元年度第２９号請求に

ついては令和２年１月２７日、令和元年度第３５号請求については令和２年１月

２９日、令和元年度第２２号請求については令和２年１月３０日、令和元年度

第３６号から第４１号、第４３号から第５４号、第５８号、第５９号、第６１号、

第６２号請求については令和２年３月２３日、令和元年度第４２号、第５５号及

び第５７号請求については令和２年３月２７日、令和元年度第６４号から第６６

号請求については令和２年４月１３日、処分性を有しない催告について申し立て

られたものであったことを理由とする令和元年度第５６号請求を除き、いずれも

審査請求権の濫用にあたることを理由として、それぞれ却下裁決がなされている。
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以上の本件各審査請求に関する事実関係からすると、審査請求人の主張の実質

として解し得る「奈良市の償い」及びこれに係る合意は、前件審査請求を含め審

査請求人が提起する多数の審査請求における主張と共通し、なおかつ前件審査請

求以前の事実に係るものであって、本件各審査請求において新たな主張・証拠が

提出されたわけでもなく、その他前件審査請求からの争点の判断に関わる事情

の変更も存しないことが明らかである。そうすると、本件各審査請求については、

既に棄却された前件審査請求において審査庁の判断が示された争点について、実

質的に同一の主張を繰り返すものに過ぎず、前件審査請求後に審理に影響し得る

事情の変更が生じたとも認められないことから、本件各審査請求に係る審理を行

うことによって、国民の権利利益の救済、行政の適正な運営の確保又は住民福祉

の増進に資するところは無い。

そして、本件各審査請求書の記載は、審査請求人の意向に従わない職員を誹謗

中傷し、自らの利益となる行為を要求するものであって、先行する審査請求の審

理手続における審査請求人の言動からしても、本件各審査請求を含む審査請求人

により提起された多数の審査請求は、審査請求人が２１年承認以降、その中でも

特に２９年通知の発出後において繰り返し行ってきた不当要求ないし不当要求類

似行為と実質的に同一であり、それらの行為の一環としてなされたこともまた明

らかであるから、正当な目的・態様によるものとは全く認められない。

さらには、審査請求人は、本件各審査請求書について、本件各審査請求書の記

載事項から職員個人に対する誹謗中傷その他の不当な記載及び本件各審査請求と

無関係な記載を除外し、実質的な本件各審査請求の理由となる事項を特定するこ

と及び当該事項と審査請求人より累次提起される審査請求における実質的な審

査請求の理由との異同について回答を求める質問（以下「本件補正質問」とい

う。）により十分な余裕をもって補正の機会を付与されたにもかかわらずこれに

応じることなく、加えて執拗に反復継続される審査請求人の不当要求ないし不当

要求類似行為の態様に鑑みても、補正の見込みも無いものと判断せざるを得ない。

このように審査請求人による不当要求ないし不当要求類似行為の一環としてな

される本件各審査請求その他の審査請求について、これらを通常の審査請求と同

様に取り扱って審理手続を進めることは、処分庁・審査庁にとって本来の業務を

圧迫し、それらの業務を通じて守られるべき市民の利益が損なわれることが不可
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避となる他、審査請求の形式さえ取れば、不当要求に類する行為の対応を処分

庁・審査庁に強いることを許容する結果となり、行政の適正な執行を害するとい

う不利益も伴い、却って国民の権利利益の救済・住民福祉の増進に反する事態を

生じるものである。

これに対し、本件各審査請求を正当なものとして取り扱うことによって得られ

る客観的な利益は、審査請求人の正当な権利利益の保護も含め、何ら存するもの

とは認められない。

また、救済本位の観点から、行服法の運用に当たって審査請求人の立場に配慮

すべきであるとしても、前件審査請求を含む先行する審査請求の審理手続及び裁

決を考慮しつつ、審査請求人としては、遅くとも本件補正質問の回答提出期限ま

でには、これまで述べてきた本件各審査請求の不当性を容易に認識し、補正ない

し是正することが可能であったと言える。それにもかかわらず、審査請求人は本

件補正質問に応じないばかりか、さらに同様の審査請求を重ねて繰り返すことに

より、自ら補正又は是正の見込みも無いことを示しているのであるから、不当な

態様・目的の下に提起された本件各審査請求に関し、酌むべき事情は認められな

い。

したがって、本件各審査請求は、行服法の目的に資するものではなく、審査請

求人により不当な目的・態様でなされたものであって、これを認めることによる

不利益は多大なものである一方、それにより得られる正当な利益は何ら認められ

ず、却って公益を害し行服法の趣旨に反することとなるものであるから、審査請

求権の濫用として、不適法である。

　　イ　本案前のその余の争点

本件各審査請求については審査請求権の濫用として不適法なものであるから、

その余は争点となり得ず、判断を要しない。

　⑵　本案の争点

本件各審査請求については審査請求権の濫用として不適法なものであるから、本

案に関する事項についての判断を要しない。

　⑶　結論

以上のとおり、本件各審査請求は不適法であるから、行服法第４５条第１項の規

定により、主文のとおり裁決する。
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第４　裁決日

　　　令和２年１０月１２日
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奈良市報告第６５号

使用料の徴収に関する処分等についての
審査請求に係る報告について　　　　　

　使用料の徴収に関する処分等について行われた行政不服審査法第２条の規定による審査

請求に対し、次のとおり却下したので、地方自治法第２２９条第４項の規定により報告す

る。

　　令和２年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

第１　審査請求年月日　

　　　令和２年４月９日、４月１４日、５月１９日、５月２８日及び６月１７日

第２　主文　

　　　本件各審査請求を却下する。

第３　事実及び意見の理由

　１　事案の概要

審査請求人が、処分庁に対して、平成３１年４月１５日付けで、審査請求人に係る

平成３１年３月から平成３２年２月までの下水道使用料の免除を申請したところ、処

分庁は、令和元年５月１０日付けで、これを不承認とする処分（以下「３１年処分」

という。）を行った。　

処分庁は、審査請求人に対し、令和２年１月８日及び同年３月４日付けで、それぞ

れ審査請求人が納付すべき令和元年１１月分及び令和２年１月分の水道料金及び下水

道使用料の納入通知書を送付した。

処分庁は、審査請求人による、令和２年１月１０日以降、令和２年３月１２日まで

の間に順次行われた、いずれも同様に本市職員による「事実の捏造」、申請権行使の

妨害等の違法若しくは不当な行為、又は「奈良市の償い」の不履行若しくは信義則違

反を理由とするものと見られる、令和元年８月分から同年１２月分の水道料金の支払

猶予申請並びに令和元年７月分及び同年９月分から同年１２月分の下水道使用料の支
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払猶予申請に対して、令和２年１月２２日以降、同年３月１９日までの間に、それぞ

れ不承認通知書を送付した。　

これら本件各処分等を不服として、審査請求人が本件各審査請求を提起したもので

ある。

　２　本件各審査請求に至る経緯

　　⑴　前件裁判

審査請求人により平成１３年９月１８日付けでなされた平成１３年度の水道料金

免除申請を、処分庁が同年１１月１６日付けで却下（以下「１３年却下」という。）

したところ、審査請求人は、不服申立てを経て、奈良市を相手方として、１３年却

下の取消しを求める訴えを奈良地方裁判所に提起した。その後、奈良地方裁判所が

これを棄却する判決を下したところ審査請求人が大阪高等裁判所へ控訴し、大阪高

等裁判所は、平成１６年５月２７日、１３年却下が処分性を有することを前提に、

奈良市行政手続条例（平成１１年奈良市条例第１９号。以下「行手条例」という。）

第８条第１項に定める、申請に対する拒否処分に当たって提示すべき理由の不備と

いう手続上の違法があるとして、これを取り消すものとする判決を下した。そし

て、平成１７年１２月９日、奈良市による上告受理申立てを不受理とする最高裁判

所の決定がなされ、１３年却下の取消請求の認容判決が確定した（以下「前件裁

判」という。）。

　　⑵　奈良市長藤原昭（当時）による依頼

前件裁判の後、処分庁は、処分理由の記載に変更を加えた上、平成１８年１月

１２日付けで、再度審査請求人に係る平成１３年度の水道料金の減免申請を却下し

た。審査請求人は、これを不服として、この却下処分の取消し、水道料金の免除承

認及び慰謝料の支払を求めて審査請求を行った。

この審査請求については、申立てのうち処分の取消しを認容し、その余を棄却な

いし却下するという裁決がなされたものの、その後奈良市長藤原昭（当時）から処

分庁に対して、平成２１年３月３１日付けで、審査請求人の水道料金免除申請を承

認し、審査請求人世帯への救済措置を講ずべきであるとする依頼文書が出されたこ

ともあり、処分庁は、平成２１年５月７日付けで、審査請求人に係る平成２１年２

月分までの水道料金の免除を承認した（以下「２１年承認」という。）。

　　⑶　審査請求人による度重なる免除理由説明
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２１年承認の前後から、審査請求人は、審査請求人が支払義務を負う使用料その

他の徴収金に関する事務を担当する部署等に赴き、これらの部署の管理職に対して、

その異動による人員の交代がある都度、審査請求人の世帯に係る徴収金を免除すべ

き理由の説明及び当該徴収金を免除せよとの要求を繰り返し行っていた。

その説明及び要求は、審査請求人が前件裁判における記録及び関連する経緯をま

とめた大部の資料を持参し、半日程度の時間をかけてその資料を提示しつつ行われ

ていた。

審査請求人が説明する免除理由は、「奈良市は審査請求人に対して、平成１１年

ころから、審査請求人の世帯の生活困窮という事由にもかかわらず、審査請求人に

対する各種料金の減免を認めず、その料金の違法不当な取立て行為や減免措置に関

する虚偽説明を繰り返してきた。これに対して審査請求人は不服申立てや訴訟によ

り争ってきたが、奈良市は審査請求人の主張を認めず、そのためにこれらの争訟は

いたずらに長期化し、そのせいで審査請求人は訴訟等の対応に注力せざるを得ず、

就労の機会を喪失するなどの多大な損失を被った。前件裁判により減免措置に関す

る奈良市の違法性が明らかとなり、それに伴い奈良市は審査請求人に対して、従前

の違法不当な取立て行為及び虚偽説明並びに減免の拒否それ自体により審査請求人

に与えた、就労及び生活再建の機会の喪失等の損害を理由として、審査請求人に対

する各種徴収金を免除する義務を負うこととなった。」というものである。

　　⑷　奈良市が審査請求人に対して多数の減免措置を講じてきたこと

審査請求人による度重なる免除理由説明を受けて、奈良市は、おおむね平成２１

年以降、下水道使用料、国民健康保険料及び一部負担金、健康診断費、印鑑証明及

び住民票の発行手数料並びに固定資産税等について、審査請求人が毎年又は費用の

発生する都度提出する、審査請求人の主張する免除理由を記載したほぼ同じ内容の

理由書に基づき、支払の免除を認めてきた。

また、水道料金については、審査請求人による免除申請を待たずに、平成２１年

以降は、そもそも支払請求自体がなされていなかった。審査請求人は、水道料金に

限らず各種料金の免除が、毎年免除申請をせずとも自動継続してなされるべきこと

につき、免除を行うこと自体と同様の理由に基づく必要な措置であると説明してい

た。

　　⑸　平成２９年度の措置に関する審査請求人の説明
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奈良市は審査請求人に対して、平成２９年６月５日付けで、今後の審査請求人に

対する各種免除措置の取扱いを他の市民と同様の基準で適正に行っていくものとす

る旨の通知（以下「２９年通知」という。）を発した。これを受けて、審査請求人

は、改めて奈良市の各部署に赴き、これまでどおりの各種の免除措置を講じるべき

ことを主張し、その理由として、これまで審査請求人が各部署に対して繰り返して

きた説明に加え、「前件裁判の結果奈良市は審査請求人に対して損害賠償責任を負

うこととなったが、その賠償額は、当時の生活保護の基準額に照らして、おおむね

２０００万円ほどにも上るものである。そして、審査請求人と奈良市とが、この奈

良市の違法行為に対する「償い」の方法について協議を継続した結果、審査請求人

が奈良市に対してこの「償い」に係る国家賠償請求訴訟を提起しないことと引換え

に、審査請求人及びその世帯員が奈良市に対して支払うべき公租公課、使用料及び

手数料その他の金銭負担につき、今後審査請求人及びその世帯員が存命の限り免除

されるものとの合意が成立した。」ということを述べ立てた。この主張内容が、本

件各審査請求に至るまで審査請求人が主張するところの「奈良市の償い」及びそれ

に関する合意に当たるものである。

これらの主張を行うために審査請求人が奈良市の各部署に赴く頻度は、時期的な

偏りはあるものの、多いときには連日の場合を含め週に複数回となることもあり、

説明及び応対の１回当たりの時間は、数十分から、５時間程度に及ぶこともあった。

また、この説明及び応対の際に、録音等の記録を行うことや、既に奈良市職員ら

が説明を尽くした後にも審査請求人が対応を強要するなどして対応が長時間に及ぶ

場合に、対応を打ち切り審査請求人の退席を求めるなどのやりとりについて、審査

請求人と奈良市職員との間で対立が生じる場面も多くあった。

　　⑹　本件処分等に先んじてなされた処分及び審査請求

処分庁は、審査請求人が平成２９年４月１８日付けで行った平成２９年度下水道

使用料免除申請を受けて、平成２９年６月２７日、審査請求人に対し平成２９年度

下水道使用料免除不承認処分を行ったが、審査請求人はこれを不服として同処分及

び同処分の日以降に行われた水道料金・下水道使用料納入通知・督促処分の取消し

等を求めて、同年９月２６日に審査請求（以下「前件審査請求」という。）を行っ

た。前件審査請求については、弁明書、反論書及び再反論書の提出並びに口頭意見

陳述の実施等の審理手続を経て、平成３０年６月２８日、棄却裁決がなされた。
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その後、審査請求人は、平成３０年７月１０日に平成３０年度固定資産税免除不

承認処分の取消し又は変更を求める審査請求を行ったことを皮切りに、水道料金・

下水道使用料督促処分、固定資産税督促処分及び証明書手数料免除不承認処分につ

いての審査請求等、本件各審査請求に係る審理手続の終結時点に至るまで（平成

３０年７月１０日から令和２年９月２３日までの間）に、審査庁に対して、１３５

件の審査請求を提起している。これらのうちには、処分庁が令和元年５月１０日に

行った、３１年処分の取消し又は変更を求める審査請求（令和元年度第２８号請求） 

も含まれている。

以上の他、審査請求人は、奈良市長が行った介護保険料免除申請不承認処分及び

国民健康保険料免除申請不承認処分等の介護保険料及び国民健康保険料に係る処分

について、奈良県に対して、多数の審査請求を行っている。

これらの審査請求における審査請求人の主張は、上述の「奈良市の償い」及びそ

れに関する合意の成立を主たる理由とするものである他、審査請求人の意に沿った

対応を行わなかった職員の氏名を摘示し、誹謗中傷を重ねて個人攻撃を加えるとい

う点についても、後述する本件各審査請求における審査請求人の主張と同様のもの

であった。

　３　審査請求人の主張の要旨

２１年承認は、審査請求人の世帯の経済的損失等が回復されるまで毎年免除申請せ

ずとも水道料金を免除することを承認する処分であるから、本件各納入通知処分及び

本件各水道料金支払猶予申請不承認処分は、無効又は取り消されるべきである。

また、３１年処分は、処分庁に属する特定の無知無能な職員による事実の捏造とい

う犯罪的行為、及びそれらの悪党に加担する他の特定職員の暴挙・妄動といった、暴

力団組織と化した奈良市による審査請求人の権利侵害となる犯罪的行為により、「奈

良市の償い」及びこれに基づく合意を無視してなされた違法なものであり、かつ行手

条例第８条第１項の定めにより申請に対する拒否処分にあたって求められる処分理由

の提示がなされていないという点でも違法であって、したがって３１年処分の後続処

分となる本件各納入通知処分は、違法なものである。

また、本件各下水道使用料支払猶予申請不承認処分については、奈良市下水道条例

（昭和５１年奈良市条例第１６号）第３９条の支払猶予事由に該当するにもかかわら

ず該当しないとされているところ、違法な処分であり、無効又は取り消されるべきで
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ある。

さらに、本件各水道料金支払猶予申請不承認処分及び本件各下水道使用料支払猶予

申請不承認処分については、それ自体行手条例第８条第１項に定める理由の提示がな

されていない違法がある。

　４　処分庁の主張の要旨

　　⑴　本案前の主張

審査請求人の主張は、何ら正当な根拠に基づくものではなく、また処分庁職員ら

を誹謗中傷する不当なものでもあり、さらには審査請求人が本件各審査請求と同様

の審査請求を大量かつ執拗に反復提起し、既に多数の棄却又は却下裁決がなされて

いることや、審査請求人の職員に対する誹謗中傷等の行為について奈良市不当要求

行為等審査会により不当要求として認定され、審査請求人に対して警告書が送付さ

れているといった状況に鑑みると、本件各審査請求の本案に係る審理手続を行うこ

とは、本来の住民福祉に傾注されるべき職員の公務を妨げ、職員に対する誹謗中傷

を許すのみで有害無益であることから、本件各審査請求は審査請求権の濫用であっ

て、審査請求の利益を欠くものとして、却下されるべきである。

なお、水道料金債権は私法上の契約である給水契約によって発生する私債権であ

って、これに関する処分性は認められないことから、水道料金に係る各措置は審査

請求の対象とならず、本件各審査請求のうち、水道料金に係る各措置を対象とする

ものについては当然に却下されるべきである。

　　⑵　本案の主張

３１年処分にあたっては、処分庁は審査請求人に対し、書面により不承認の理由

を具体的に通知しており、行手条例第８条第１項に違反するものではなく、何ら違

法ではないが、仮にそれが違法であったとしても、それによって平成３１年度分の

下水道使用料を免除する効果が発生するものではなく、審査請求人はそれらの下水

道使用料の支払義務を負うところ、本件各納入通知処分につき違法性の発生する余

地はない。

また、本件各下水道使用料支払猶予申請不承認処分については、審査請求人の主

張する支払猶予申請の理由は、奈良市下水道条例第３９条及び同条例施行規程（平

成２６年奈良市企業局管理規程第１号）第３１条の定める支払猶予を行うことが出

来る場合に該当せず、かつ処分にあたっては根拠規定を特定して不承認の理由を具
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体的に記載しており、行手条例第８条第１項に違反するものでもない。

したがって、審査請求人の主張は失当であり、下水道使用料に係る各処分は根拠

規定に基づき適正になされており何ら違法な点はない。

　５　本件各審査請求の争点

　　⑴　本案前の争点

　　　ア　審査請求権の濫用

本件各審査請求が審査請求権の濫用にあたり、不適法なものとなるかが争点と

なる。

　　　イ　水道処分等の処分性の有無

水道料金に係る各措置に処分性が認められ、審査請求の対象となり得るかが争

点となる。

　　⑵　本案の争点

　　　ア　水道料金に係る各措置の違法性

水道料金に係る各措置に対する審査請求が適法なものである場合には、２１年

承認の効力により現在に至るまで審査請求人について水道料金の免除が認められ

るかが争点となる。

　　　イ　本件各納入通知処分の違法性

本件各納入通知処分に対する審査請求が適法なものである場合には、３１年処

分の違法性が本件各納入通知処分の効力に影響し得るか、３１年処分が違法とい

えるか、また行手条例第８条第１項に定める理由の提示がなされているかその他

３１年処分との関係とは別に本件各納入通知処分自体の違法事由が存在するかが

争点となる。

　６　争点についての判断

　　⑴　本案前の争点

　　　ア　審査請求権の濫用

権利濫用の禁止（民法（明治２９年法律第８９号）第１条第３項）は、法律上

の権利又は権限の行使一般について妥当する法原則であり、行政に対する市民の

権利行使に関しても当てはまるものであるから、形式的には法令上の根拠を有す

る申請・請求その他の行為としてなされたものであっても、本来の趣旨目的に反

し、社会的相当性を逸脱するような場合については、違法なものとなり得る。
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そのため、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号。以下「行服法」という。）

に基づく審査請求についても、適式な審査請求申立の形をとっていたとしても、

国民の権利利益の救済及び行政の適正な運営の確保といった行服法の目的（行服

法第１条第１項）に資するものでないか、又は資するところが著しく乏しいこと

が明らかであり、審査請求に仮託して正当な行政行為の妨害や特定職員の誹謗中

傷を行うこと等の不当な目的又は態様によりなされたものである場合には、行服

法の趣旨に鑑みて当該審査請求を認めることにより得られる利益と害される利益

も考慮の上、審査請求を認めることにより却って公益を害し、行服法の趣旨に反

することとなるときには、当該審査請求は審査請求権の濫用に該当する不適法な

ものとして却下されるべきと言える。

審査請求人は、２１年承認がなされた後、２９年通知が発出されるまでの間、

審査請求人が支払義務を負う各種の徴収金の収納事務を担当する部署を始め、処

分庁及び奈良市の多数の部署を訪れ、長時間にわたって各部署の管理職員らに対

応を強制し、一連の審査請求において審査請求人が主張するところの「奈良市の

償い」の基礎となる事実に基づき審査請求人に対する徴収金の免除等の特別の措

置を講ずべきことを説明し、それに応じさせてきた。

２９年通知以降は、処分庁及び奈良市において、審査請求人から長時間にわた

る対応の強制その他の不当な要求を受けたとしても、各種徴収金の減免について

審査請求人を特別扱いせず、他の市民と同様の基準で減免に関する判断を行うこ

ととされ、「奈良市の償い」に類する理由による徴収金の免除が認められなくな

ったため、審査請求人による自己に有利な取扱いを求めての処分庁・審査庁の訪

問と職員らへの対応要求は、より頻繁になった。

また、それらの訪問及び対応要求の際には、「奈良市の償い」に基づき徴収金

の免除等の措置を講ずべきことを執拗に求めるだけでなく、審査請求人による各

種徴収金の免除申請を不承認とする等、審査請求人による要求について審査請求

人の意に沿わない対応をとった職員個人に対して、審査請求人は、罵声を浴びせ

誹謗中傷を加えるなど執拗に個人攻撃を繰り返し、当該職員らが審査請求人にそ

のような不当な言動を止めるよう求め、又は対応を拒否し若しくは打ち切ろうと

した際等に、当該職員らを撮影するなどしていた。

上述の通り、本件各審査請求は、審査請求人により繰り返し行われている、「

− 20 −



奈良市の償い」を理由とする各種徴収金の免除、不徴収又は徴収猶予を不承認と

されたことについての１３５件にも上る審査請求の一つとしてなされたものであ

り、それら審査請求と、「奈良市の償い」が市長の特に認めるものとして徴収金

の免除等の特別の理由となるかという争点を同じくするものである。

１３５件の審査請求のうち、（前件審査請求については、平成３０年６月２８

日）平成３０年度第５号請求及び第７号請求については平成３１年３月２５日、

平成３０年度第６号請求については平成３１年４月２４日、それぞれ棄却裁決が、

平成３０年度第８号、第９号及び第１１号請求については平成３１年４月２４日

に一部却下一部棄却裁決がなされ、それ以降の審査請求については、処分性を有

しない催告について申し立てられたものであったことを理由とする令和元年度第

５６号請求を除き、いずれも審査請求権の濫用にあたることを理由として、それ

ぞれ却下裁決がなされている。

これに対し、審査請求人は、上記前件審査請求に係る、処分庁が平成２９年６

月２７日付けで行った平成２９年度の下水道使用料に係る免除申請不承認処分に

ついて、平成３０年１２月２８日、（「奈良市の償い」ないしこれに関する合意

が奈良市下水道条例第３９条に定める免除事由に該当すること等を理由として）

奈良地方裁判所に取消等請求訴訟を提起したが、同裁判所は、令和元年８月２７

日、審査請求人の主張する「奈良市の償い」ないしこれに関する合意が同条例に

定める下水道使用料の免除事由に該当しない等として、請求を棄却（義務付けの

訴えは却下）している。また、その後の控訴審においても、大阪高等裁判所は、

令和２年２月１３日、第一審判決同様、審査請求人の主張する事由が同条例に定

める下水道使用料の免除事由に該当せず、かつ、処分庁に裁量権の逸脱・濫用又

は信義則違反はない等として、審査請求人の控訴を棄却する判決を下している。

これを受け、審査請求人は最高裁判所に上告及び上告受理申立てをしたが、令和

２年１０月２日、同裁判所は上告を棄却するとともに上告受理申立てを不受理と

する決定（以下「本件最高裁決定」という。）をなしており、審査請求人が延々

と繰り返している免除申請は、何ら法的根拠を持つものでないことが、司法手続

によっても明らかにされたものである。

以上の本件各審査請求に関する事実関係からすると、審査請求人の主張の実質

として解し得る「奈良市の償い」及びこれに係る合意は、前件審査請求を含め審
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査請求人が提起する多数の審査請求における主張と共通し、なおかつ前件審査請

求以前の事実に係るものであって、本件各審査請求において新たな主張・証拠が

提出されたわけでもなく、その他前件審査請求からの争点の判断に関わる事情の

変更も存しないことが明らかである。そうすると、本件各審査請求については、

既に棄却された前件審査請求において審査庁の判断が示され、かつ本件最高裁決

定により審査請求人の主張は理由を欠くことが明らかとされたものと同様の争点

について、実質的に同一の主張を繰り返すものに過ぎず、前件審査請求後に審理

に影響し得る事情の変更が生じたとも認められないことから、本件各審査請求に

係る審理を行うことによって、国民の権利利益の救済、行政の適正な運営の確保

又は住民福祉の増進に資するところは無い。

そして、本件各審査請求書の記載は、審査請求人の意向に従わない職員を誹謗

中傷し、自らの利益となる行為を要求するものであって、先行する審査請求の審

理手続における審査請求人の言動からしても、本件各審査請求を含む審査請求人

により提起された多数の審査請求は、審査請求人が２１年承認以降、その中でも

特に２９年通知の発出後において繰り返し行ってきた不当要求ないし不当要求類

似行為と同質であり、かつそれらの行為の一環としてなされたこともまた明らか

であるから、正当な目的・態様によるものとは全く認められない。

さらには、審査請求人は、本件各審査請求書の記載事項から職員個人に対する

誹謗中傷その他の不当な記載及び本件各審査請求と無関係な記載を除外し、実質

的な本件各審査請求の理由となる事項を特定すること及び当該事項と審査請求人

より累次提起される審査請求における実質的な審査請求の理由との異同について

回答を求める質問（以下「本件補正質問」という。）により十分な余裕をもって

補正の機会を付与されたにもかかわらずこれに応じることなく、加えて執拗に反

復継続される審査請求人の不当要求ないし不当要求類似行為の態様に鑑みても、

補正の見込みも無いものと判断せざるを得ない。

このように審査請求人による不当要求ないし不当要求類似行為の一環としてな

される本件各審査請求その他の審査請求について、これらを通常の審査請求と同

様に取り扱って審理手続を進めることは、処分庁・審査庁にとって本来の業務を

圧迫し、それらの業務を通じて守られるべき市民の利益が損なわれることが不可

避となる他、審査請求の形式さえ取れば、不当要求に類する行為の対応を処分庁
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・審査庁に強いることを許容する結果となり、行政の適正な執行を害するという

不利益も伴い、却って国民の権利利益の救済・住民福祉の増進に反する事態を生

じるものである。

これに対し、本件各審査請求を正当なものとして取り扱うことによって得られ

る客観的な利益は、審査請求人の正当な権利利益の保護も含め、何ら存するもの

とは認められない。

また、救済本位の観点から、行服法の運用に当たって審査請求人の立場に配慮

すべきであるとしても、前件審査請求を含む先行する審査請求の審理手続及び裁

決を考慮しつつ、審査請求人としては、遅くとも本件補正質問の回答提出期限ま

でには、これまで述べてきた本件各審査請求の不当性を容易に認識し、補正ない

し是正することが可能であったと言える。それにもかかわらず、審査請求人は本

件補正質問に応じないばかりか、さらに同様の審査請求を重ねて繰り返すことに

より、自ら補正又は是正の見込みも無いことを示しているのであるから、不当な態

様・目的の下に提起された本件各審査請求に関し、酌むべき事情は認められない。

したがって、本件各審査請求は、行服法の目的に資するものではなく、審査請

求人により不当な目的・態様でなされたものであって、これを認めることによる

不利益は多大なものである一方、それにより得られる正当な利益は何ら認められ

ず、却って公益を害し行服法の趣旨に反することとなるものであるから、審査請

求権の濫用として、不適法である。

　　　イ　本案前のその余の争点

本件各審査請求については審査請求権の濫用として不適法なものであるから、

その余は争点となり得ず、判断を要しない。

　　⑵　本案の争点

本件各審査請求については審査請求権の濫用として不適法なものであるから、本

案に関する事項についての判断を要しない。　

　　⑶　結論

以上のとおり、本件各審査請求は不適法であるから、行服法第４５条第１項の規

定により、主文のとおり裁決する。

第４　裁決日

　　　令和２年１０月２２日
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奈良市報告第６６号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　令和２年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　令和２年度奈良市一般会計補正予算（第６号）
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市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を別紙のとおり専決処分する

ものとする。

　　令和２年１０月２０日

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

記

１　令和２年度奈良市一般会計補正予算（第６号）
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令和２年度奈良市一般会計
補正予算（第６号）　　　

　令和２年度奈良市の一般会計補正予算（第６号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ３４，２５２千円を追加し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ１８８，８６０，４１１千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款・項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。
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第１表　歳入歳出予算補正

　歳　入

　歳　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

16．国 庫 支 出 金 67,535,153 34,252 67,569,405

４．国 庫 交 付 金 9,405,668 34,252 9,439,920

歳 入 合 計 188,826,159 34,252 188,860,411

款 項 補正前の額 補　正　額 計

４．衛 生 費 15,695,312 34,252 15,729,564

１．保 健 衛 生 費 7,834,457 34,252 7,868,709

歳 出 合 計 188,826,159 34,252 188,860,411

千円 千円 千円

千円 千円 千円
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款

 性質区分

附表　１

節

 会計及び款

34,252 34,252

34,252 34,252

34,252 34,252

34,252 34,252

（単位：千円）

一 般 会 計 合 計

衛 生 費 合 計

一 般 会 計 款 別 性 質 別 経 費 総 括 表

衛 生 費

委 託 料 計

物 件 費 の 内 訳 表

計

物 件 費

（単位：千円）
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奈良市報告第６７号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　令和２年１１月３０日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　市営住宅等明渡し及び滞納家賃等の支払請求に関する訴えの提起について
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市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を別紙のとおり専決処分する

ものとする。

　　令和２年１０月１６日

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

記

１　市営住宅等明渡し及び滞納家賃等の支払請求に関する訴えの提起について
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市営住宅等明渡し及び滞納家賃等の支払請求に
関する訴えの提起について　　　　　　　　　

　本市は、市営住宅等の明渡し及び滞納家賃等の支払いを求めるため、次のとおり裁判所

に訴えを提起する。

１　訴えを提起する相手方の住所及び氏名

　　別表のとおり

２　訴えの要旨

　　別表に記載する者を相手方として、次の判決及び仮執行の宣言を求める。

⑴　市営住宅等を明渡し、かつ原状に復し、奈良市営住宅条例第３８条第４項（奈良市

改良住宅条例第５条で準用する場合を含む）の規定により徴収する金銭を支払え。

⑵　滞納家賃及びこれに対する遅延損害金を支払え。

⑶　訴訟費用は被告の負担とする。

３　訴訟遂行の方針

⑴　弁護士を訴訟代理人と定める。

⑵　判決の結果、必要がある場合は上訴する。

⑶　本市は、上記の訴訟において必要があるときは、適当と認める条件で当事者と和解

することができる。
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奈良市報告第６８号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　令和２年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　和解及び損害賠償の額の決定について
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市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。

　　令和２年１０月５日

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

記

　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　令和２年７月２７日午後７時３０分頃、奈良市中山町地内において発生した、市道の穴

ぼこにより、走行していた相手方の軽自動車のタイヤが損傷した事故について、和解によ

り次のとおり損害賠償の額を決定するものとする。

１　損害賠償の額　　４，３６０円
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奈良市報告第６９号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　令和２年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　和解及び損害賠償の額の決定について
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市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。

　　令和２年１０月１２日

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

記

　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　令和２年７月１６日午前８時１０分頃、奈良市北新町地内において発生した、市道端の

窪みにより、走行していた相手方の普通自動車のフロントバンパーが損傷した事故につい

て、和解により次のとおり損害賠償の額を決定するものとする。

１　損害賠償の額　　３２，７２０円

− 40 −



奈良市報告第７０号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　令和２年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　和解及び損害賠償の額の決定について
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市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。

　　令和２年１０月２０日

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

記

　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　令和２年４月７日午後３時５０分頃、奈良市高天町地内において発生した、本市の公用

車が相手方の軽自動車に接触した事故について、和解により次のとおり損害賠償の額を決

定するものとする。

１　損害賠償の額　　２５，５２０円

− 42 −



奈良市報告第７１号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　令和２年１１月３０日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　和解及び損害賠償の額の決定について
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市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。

　　令和２年１０月２２日

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

記

　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　令和２年４月１５日午後２時頃、奈良市出屋敷町地内において発生した、本市の公用車

が相手方の原動機付自転車と接触し、相手方が負傷した事故について、和解により次のと

おり損害賠償の額を決定するものとする。

１　損害賠償の額　　１８３，７６６円

− 44 −



奈良市報告第７２号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　令和２年１１月３０日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　和解及び損害賠償の額の決定について
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市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。

　　令和２年１０月２６日

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

記

　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　令和２年７月８日午後０時４０分頃、奈良市学園南一丁目地内において発生した、本市

の公用車がマンションの外壁に接触した事故について、和解により次のとおり損害賠償の

額を決定するものとする。

１　損害賠償の額　　１０４，０００円

− 46 −



奈良市報告第７３号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　令和２年１１月３０日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　和解及び損害賠償の額の決定について
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市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。

　　令和２年１０月２６日

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

記

　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　令和２年７月２７日午前８時５０分頃、奈良市古市町地内において発生した、本市の公

用車が民家の塀に接触した事故について、和解により次のとおり損害賠償の額を決定する

ものとする。

１　損害賠償の額　　１３２，０００円

− 48 −



奈良市報告第７４号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　令和２年１１月３０日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　和解及び損害賠償の額の決定について
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市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。

　　令和２年１１月２日

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

記

　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　令和２年１月３１日午前７時５１分頃、奈良市二条町一丁目地内において発生した、本

市の公用車が相手方の自転車と接触し、相手方が負傷した事故について、和解により次の

とおり損害賠償の額を決定するものとする。

１　損害賠償の額　　２２８，４９０円

− 50 −



奈良市報告第７５号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　令和２年１１月３０日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　和解及び損害賠償の額の決定について
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市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。

　　令和２年１１月２日

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

記

　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　令和２年９月１０日午前８時４３分頃、奈良市西登美ヶ丘六丁目地内において発生した、

本市の公用車が相手方の軽自動車と接触した事故について、和解により次のとおり損害賠

償の額を決定するものとする。

１　損害賠償の額　　５９，５７５円

− 52 −



奈良市報告第７６号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　令和２年１１月３０日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　和解及び損害賠償の額の決定について
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市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。

　　令和２年１１月６日

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

記

　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　令和２年８月３１日午前０時３０分頃、奈良市中山町地内において発生した、市道の穴

ぼこにより、走行していた相手方の普通自動車のタイヤが損傷した事故について、和解に

より次のとおり損害賠償の額を決定するものとする。

１　損害賠償の額　　９，８０１円

− 54 −



奈良市報告第７７号

市長専決処分の報告について

　地方自治法第１８０条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第２項の規定によりこれを報告する。

　　令和２年１１月３０日提出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　和解及び損害賠償の額の決定について
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市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１８０条第１項の規定に基づき、下記の事件を専決処分するものとする。

　　令和２年１１月６日

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

記

　　　和解及び損害賠償の額の決定について

　令和２年1０月１１日午後９時頃、奈良市月ヶ瀬石打地内において発生した、市道の穴

ぼこにより、走行していた相手方の普通自動車のタイヤ等が損傷した事故について、和解

により次のとおり損害賠償の額を決定するものとする。

１　損害賠償の額　　１８，２８６円

− 56 −



奈良市議案第１１５号

市長専決処分の報告及び承認を
求めることについて　　　　　

　地方自治法第１７９条第１項の規定により、次に掲げる事件を別紙のとおり専決処分し

たので、同条第３項の規定によりこれを報告し、その承認を求める。

　　令和２年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１　訴えの提起について
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市　長　専　決　処　分　書

　地方自治法第１７９条第１項の規定に基づき、下記の事件を別紙のとおり専決処分する

ものとする。

　　令和２年１月８日

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

記

１　訴えの提起について

− 58 −
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訴 え の 提 起 に つ い て 

 

本市は、奈良地方裁判所 平成２９年（行ウ）第１８号 地位確認等請求事件の判決に 

ついて、次のとおり訴えを提起する。 

 

１ 被控訴人となるべき者の住所及び氏名 

  ●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●●● 

   ●● ●● 

  

２ 控訴の要旨 

⑴ 原判決中控訴人敗訴部分を取り消す。 

⑵ 被控訴人の請求をいずれも棄却する。 

⑶ 訴訟費用は、第一、第二審とも被控訴人の負担とする。 

との判決を求める。 

 

３ 訴訟遂行の方針 

⑴ 弁護士を訴訟代理人と定める。 

⑵ 当市職員を指定代理人とする。 

⑶ 第二審判決の結果、必要がある場合は上告する。 

 

 

（※個人情報保護のため、一部マスキング処理をしています。） 



奈良市議案第１１６号

令和２年度奈良市一般会計
補正予算（第７号）

　令和２年度奈良市の一般会計補正予算（第７号）は、次に定めるところによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ４６８，８８９千円を追加し、歳入歳

出予算の総額を歳入歳出それぞれ１８９，３２９，３００千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款・項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。

　（債務負担行為の補正）

第２条　債務負担行為の追加は、「第２表　債務負担行為補正」による。

　（地方債の補正）

第３条　地方債の変更は、「第３表　地方債補正」による。

　　令和２年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　
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第１表　歳入歳出予算補正

　歳　入

款 項 補正前の額 補　正　額 計

12．地 方 交 付 税 14,774,092 155,138 14,929,230

１．地 方 交 付 税 14,774,092 155,138 14,929,230

16．国 庫 支 出 金 67,569,405 81,251 67,650,656

１．国 庫 負 担 金 19,407,969 100,954 19,508,923

２．国 庫 補 助 金 38,597,969 95,500 38,693,469

４．国 庫 交 付 金 9,439,920 △ 115,203 9,324,717

17．県 支 出 金 9,745,940 3,500 9,749,440

２．県 補 助 金 2,176,171 3,500 2,179,671

23．市 債 22,291,500 229,000 22,520,500

１．市 債 22,291,500 229,000 22,520,500

歳 入 合 計 188,860,411 468,889 189,329,300

千円 千円 千円

款 項 補正前の額 補　正　額 計

１．議 会 費 674,141 △ 7,417 666,724

１．議 会 費 674,141 △ 7,417 666,724

２．総 務 費 17,740,607 547,393 18,288,000

１．総 務 管 理 費 13,472,650 488,350 13,961,000

２．企 画 費 1,879,629 819 1,880,448

３．徴 税 費 1,238,927 △ 27,358 1,211,569

４．戸 籍 住 民
基 本 台 帳 費 761,723 83,379 845,102

５．選 挙 費 113,422 △ 1,012 112,410

６．統 計 調 査 費 197,951 3,580 201,531

７．監 査 委 員 費 76,305 △ 365 75,940

３．民 生 費 100,878,886 △ 289,094 100,589,792

１．社 会 福 祉 費 64,218,644 18,871 64,237,515

２．児 童 福 祉 費 23,349,787 △ 258,581 23,091,206

３．生 活 保 護 費 13,111,977 △ 49,384 13,062,593

千円 千円 千円

　歳　出
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款 項 補正前の額 補　正　額 計

４．衛 生 費 15,729,564 36,258 15,765,822

１．保 健 衛 生 費 7,868,709 △ 115,399 7,753,310

２．保 健 所 費 1,424,152 197,092 1,621,244

３．清 掃 費 5,897,528 △ 45,435 5,852,093

５．労 働 費 189,126 1,175 190,301

１．労 働 諸 費 189,126 1,175 190,301

６．農 林 水 産 業 費 677,633 △ 2,511 675,122

１．農 林 費 677,633 △ 2,511 675,122

７．商 工 費 2,747,510 9,975 2,757,485

１．商 工 費 2,747,510 9,975 2,757,485

８．観 光 費 1,399,050 △ 19,283 1,379,767

１．観 光 費 1,399,050 △ 19,283 1,379,767

９．土 木 費 11,872,283 60,443 11,932,726

１．土 木 管 理 費 105,564 7,555 113,119

２．道 路 橋 梁 費 3,393,598 63,006 3,456,604

３．河 川 費 476,124 △ 15,263 460,861

４．都 市 計 画 費 5,885,694 16,362 5,902,056

６．住 宅 費 514,693 △ 11,217 503,476

10．消 防 費 4,341,180 △ 7,740 4,333,440

１． 消 防 費 4,341,180 △ 7,740 4,333,440

11．教 育 費 14,193,225 139,690 14,332,915

１．教 育 総 務 費 5,436,679 △ 20,000 5,416,679

２．小 学 校 費 1,415,849 123,081 1,538,930

３．中 学 校 費 822,582 74,029 896,611

４．高 等 学 校 費 1,255,419 △ 23,000 1,232,419

５．幼 稚 園 費 985,466 △ 2,420 983,046

７．保 健 体 育 費 2,840,837 △ 12,000 2,828,837

歳 出 合 計 188,860,411 468,889 189,329,300

千円 千円 千円
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第３表　地方債補正

　１．変更分

起　債　の　目　的
限　　　　　度　　　　　額

補　　正　　前 補　　正　　後

庁 舎 等 施 設 整 備 事 業 3,237,200 3,382,200

清 掃 施 設 整 備 事 業 258,600 342,600

計 22,291,500 22,520,500

第２表　債務負担行為補正

　１．追加分

事　　　　項 期　　　　間 限　　度　　額

オ リ ン ピ ッ ク 聖 火 リ レ ー
奈 良 県 実 行 委 員 会 負 担 金

令和２年度から
令和３年度まで 4,529

学 校 給 食 調 理 業 務 委 託 令和２年度から
令和３年度まで 36,000

千円

千円 千円
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奈良市議案第１１７号

令和２年度奈良市国民健康保険
特別会計補正予算（第３号）

　令和２年度奈良市の国民健康保険特別会計補正予算（第３号）は、次に定めるところに

よる。

　（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ８，９５５千円を追加し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ３５，６２３，５６３千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款・項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。

　　令和２年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　
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第１表　歳入歳出予算補正

　歳　入

　歳　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

４．県 支 出 金 26,053,739 5,758 26,059,497

１．県 補 助 金 26,053,739 5,758 26,059,497

７．繰 越 金 11,177 3,197 14,374

１．繰 越 金 11,177 3,197 14,374

歳 入 合 計 35,614,608 8,955 35,623,563

款 項 補正前の額 補　正　額 計

１．総 務 費 431,409 8,955 440,364

１．総 務 管 理 費 326,532 8,955 335,487

歳 出 合 計 35,614,608 8,955 35,623,563

千円 千円 千円

千円 千円 千円
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奈良市議案第１１８号

令和２年度奈良市土地区画整理事業
特別会計補正予算（第２号）

　令和２年度奈良市の土地区画整理事業特別会計補正予算（第２号）は、次に定めるとこ

ろによる。

　（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ６３，３００千円を追加し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ２，７６２，９５５千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款・項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。

　（地方債の補正）

第２条　地方債の変更は、「第２表　地方債補正」による。

　　令和２年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　
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第１表　歳入歳出予算補正

　歳　入

　歳　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

５．市 債 1,300,200 63,300 1,363,500

１．市 債 1,300,200 63,300 1,363,500

歳 入 合 計 2,699,655 63,300 2,762,955

款 項 補正前の額 補　正　額 計

１．
西 大 寺 駅 南
地 区 土 地 区 画
整 理 事 業 費

1,113,600 63,550 1,177,150

１．
西 大 寺 駅 南
地 区 土 地 区 画
整 理 事 業 費

1,113,600 63,550 1,177,150

２．
Ｊ Ｒ 奈 良 駅 南
地 区 土 地 区 画
整 理 事 業 費

1,115,455 △ 250 1,115,205

１．
Ｊ Ｒ 奈 良 駅 南
地 区 土 地 区 画
整 理 事 業 費

1,115,455 △ 250 1,115,205

歳 出 合 計 2,699,655 63,300 2,762,955

千円 千円 千円

千円 千円 千円

第２表　地方債補正

　１．変更分

起　債　の　目　的
限　　　　　度　　　　　額

補　　正　　前 補　　正　　後

西 大 寺 駅 南 地 区
土 地 区 画 整 理 事 業 681,100 744,400

計 1,300,200 1,363,500

千円 千円
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奈良市議案第１１９号

令和２年度奈良市後期高齢者医療
特別会計補正予算（第１号）

令和２年度奈良市の後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）は、次に定めるところ

による。

　（歳入歳出予算の補正）

第１条　歳入歳出予算の総額に、歳入歳出それぞれ７，２００千円を追加し、歳入歳出予

算の総額を歳入歳出それぞれ６，８３７，２００千円とする。

２　歳入歳出予算の補正の款・項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出

予算の金額は、「第１表　歳入歳出予算補正」による。

　　令和２年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　
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第１表　歳入歳出予算補正

　歳　入

　歳　出

款 項 補正前の額 補　正　額 計

２．国 庫 支 出 金 ― 2,352 2,352

１．国 庫 補 助 金 ― 2,352 2,352

３．繰 入 金 1,077,367 4,848 1,082,215

１．一 般 会 計 繰 入 金 1,077,367 4,848 1,082,215

歳 入 合 計 6,830,000 7,200 6,837,200

（註） 「第２款　繰入金」、「第３款　繰越金」、「第４款　諸収入」を「第３款　繰入金」、 

 「第４款　繰越金」、「第５款　諸収入」に改める。

款 項 補正前の額 補　正　額 計

１．総 務 費 62,640 7,200 69,840

１．総 務 管 理 費 45,224 7,200 52,424

歳 出 合 計 6,830,000 7,200 6,837,200

千円 千円 千円

千円 千円 千円
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投
資

的
経

費
一

覧
表

（
単

位
：
千

円
）
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財
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整
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奈良市議案第１２０号

令和２年度奈良市病院事業会計
補正予算（第２号）　　　　　

　（総則）

第１条　令和２年度奈良市病院事業会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによ

る。

　（収益的収入及び支出）

第２条　令和２年度奈良市病院事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収

益的収入及び支出の予定額を、次のとおり補正する。

	 （科　　　目）	 （既決予定額）	 （補正予定額）	 （計）

収　　　　　　　　入

第１款　　病院事業収益	 1,834,994千円	 212,548千円	 2,047,542千円

　第２項　　医業外収益	 1,621,677千円	 212,150千円	 1,833,827千円

　第３項　　看護師養成事業収益	 150,907千円	 398千円	 151,305千円

支　　　　　　　　出

第１款　　病院事業費用	 1,880,275千円	 212,548千円	 2,092,823千円

　第１項　　医業費用	 1,725,067千円	 212,150千円	 1,937,217千円

　第３項　　看護師養成事業費用	 151,505千円	 398千円	 151,903千円

　（他会計からの補助金）

第３条　予算第９条中「１９５，９３８千円」を「８０，７３５千円」に改める。

　　令和２年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　
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附　　属　　書　　類

１．令和２年度　奈良市病院事業会計補正予算（第２号）実施計画

２．令和２年度　奈良市病院事業会計補正予定キャッシュ・フロー計算書（第２号）

３．令和２年度　奈良市病院事業補正予定貸借対照表（第２号）

４．令和２年度　奈良市病院事業会計補正予算（第２号）参考書

５．奈良市病院事業注記表
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令和２年度奈良市病院事業会計
補正予算（第２号）実施計画　

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　入

（単位：千円）

支　　　　　出

（単位：千円）

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

１．病院事業収益 1,834,994 212,548 2,047,542

２．医業外収益 1,621,677 212,150 1,833,827

２．補　 助　 金 911,372 327,353 1,238,725 県補助金

３．他　 会　 計
補 助 金 152,856 △	115,203 37,653 一般会計補助金

３．看護師養成
事 業 収 益 150,907 398 151,305

３．その他看護師
養	 成	 収	 益 53,883 398 54,281 他団体助成金

款 項 目 既決予定額 補正予定額 計 備　　考

１．病院事業費用 1,880,275 212,548 2,092,823

１．医	 業	 費	 用 1,725,067 212,150 1,937,217

２．経　　　 費 1,423,549 212,150 1,635,699 交付金

３．看護師養成
事 業 費 用 151,505 398 151,903

１．看護師養成費 151,505 398 151,903 消耗品費

− 132 −



令和２年度奈良市病院事業会計補正　　　
予定キャッシュ・フロー計算書（第２号）
（令和２年４月１日から令和３年３月３１日まで）

（単位：千円）

⑴ 業務活動によるキャッシュ・フロー

　１ 当年度純利益（△純損失） △	45,281

　２ 減価償却費 273,118

　３ 長期前受金戻入額 △	230,037

　４ 受取利息 △	50

　５ 支払利息及び企業債取扱諸費 1,643

　６ 未収金の増加（△）・減少額 △	926,761

　７ 未払金の増加・減少（△）額 929,288

　８ その他流動負債の増加・減少（△）額 103

小計 2,023

受取利息 50

支払利息及び企業債取扱諸費 △	1,643

業務活動によるキャッシュ・フロー 430

⑵ 投資活動によるキャッシュ・フロー

　１ 有形固定資産取得・建設改良事業等実施額 △	40,000

　２ 一般会計又は他の特別会計からの繰入金による収入 184,200

投資活動によるキャッシュ・フロー 144,200

⑶ 財務活動によるキャッシュ・フロー

　１ 企業債による収入 40,000

　２ 企業債の償還による支出 △	182,718

　３ リース債務の返済による支出 △	1,482

財務活動によるキャッシュ・フロー △	144,200

資金増加額（又は減少額） 430

資金期首残高 383,997

資金期末残高 384,427
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令和２年度奈良市病院事業補正
予定貸借対照表（第２号）　　

（令和３年３月３１日）

（単位：千円）
資　産　の　部

１．固　定　資　産

⑴ 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 1,966,681

ロ 立 木 732

ハ 建 物 3,427,160

減 価 償 却 累 計 額 △	502,853 2,924,307

ニ 建 物 附 属 設 備 2,731,245

減 価 償 却 累 計 額 △	1,059,033 1,672,212

ホ 構 築 物 81,318

減 価 償 却 累 計 額 △	32,904 48,414

ヘ 機 器 備 品 258,435

減 価 償 却 累 計 額 △	243,865 14,570

ト 機 械 及 び 装 置 74,890

減 価 償 却 累 計 額 △	44,889 30,001

チ 建 設 仮 勘 定 41,800

有 形 固 定 資 産 合 計 6,698,717

⑵ 無 形 固 定 資 産

イ リ ー ス 資 産 5,320

無 形 固 定 資 産 合 計 5,320

固 定 資 産 合 計 6,704,037

２．流　動　資　産

⑴ 現 金 預 金 384,427

⑵ 未 収 金 966,645

貸 倒 引 当 金 △	1,134 965,511

流 動 資 産 合 計 1,349,938

資 産 合 計 8,053,975
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負　債　の　部
３．固　定　負　債

⑴ 企 業 債

イ 建設改良等の財源に充てる企業債 3,839,469

企 業 債 合 計 3,839,469

⑵ リ ー ス 債 務 3,455

固 定 負 債 合 計 3,842,924

４．流　動　負　債

⑴ 企 業 債

イ 建設改良等の財源に充てる企業債 182,287

企 業 債 合 計 182,287

⑵ リ ー ス 債 務 1,467

⑶ 未 払 金 1,016,397

⑷ 預 り 金 386

流 動 負 債 合 計 1,200,537

５．繰　延　収　益

⑴ 長 期 前 受 金 3,098,767

⑵ 収 益 化 累 計 額 △	943,989

繰 延 収 益 合 計 2,154,778

負 債 合 計 7,198,239

資　本　の　部

６．資 　 本 　 金　 1,354

７．剰 　 余 　 金

⑴ 資 本 剰 余 金

イ 受 贈 財 産 評 価 額 1,840,000

ロ 負 担 金 444,195

資 本 剰 余 金 合 計 2,284,195

⑵ 利 益 剰 余 金

イ 当年度未処理欠損金 1,429,813

欠 損 金 合 計 1,429,813

剰 余 金 合 計 854,382

資 本 合 計 855,736

負 債 資 本 合 計 8,053,975
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令和２年度奈良市病院事業会計
補正予算（第２号）参考書　　

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収　　　　　入

（単位：千円）

支　　　　　出

（単位：千円）

款 項 目 節 既決予定額 補正予定額 計 備　考

１．病院事業収益 1,834,994 212,548 2,047,542

２．医業外収益 1,621,677 212,150 1,833,827

２．補　助　金 911,372 327,353 1,238,725

県補助金 892,004 327,353 1,219,357

３．他　会　計
補 助 金 152,856 △	115,203 37,653

一般会計	
補 助 金 152,856 △	115,203 37,653

３．看護師養成
事 業 収 益 150,907 398 151,305

３．その他看護師
養	成	収	益 53,883 398 54,281

他 団 体
助 成 金 0 398 398

款 項 目 節 既決予定額 補正予定額 計 備　考

１．病院事業費用 1,880,275 212,548 2,092,823

１．医 業 費 用 1,725,067 212,150 1,937,217

２．経 費 1,423,549 212,150 1,635,699

交 付 金 1,421,494 212,150 1,633,644

３．看護師養成
事 業 費 用 151,505 398 151,903

１．看 護 師
養 成 費 151,505 398 151,903

消耗品費 10 398 408
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奈良市病院事業注記表

　予算の注記を次のように改める。

Ⅲ　セグメント情報の開示

　２　報告セグメントごとの営業収益等

　　　　　　　 （単位：千円）

病院 看護専門学校 合計

事業収益 47,386 151,305 198,691

事業費用 1,938,717 151,903 2,090,620

事業損益 △	1,891,331 △	598 △	1,891,929

経常損益 △	59,147 △	598 △	59,745

セグメント資産 7,908,249 145,726 8,053,975

セグメント負債 7,069,672 128,567 7,198,239

その他の項目

　　　他会計繰入金 466,198 101,528 567,726

　　　減価償却費 272,135 983 273,118

− 137 −



奈良市議案第１２１号

令和２年度奈良市水道事業会計
補正予算（第１号）　　　　　

（総則）

第１条　令和２年度奈良市水道事業会計補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。

（継続費）

第２条　令和２年度奈良市水道事業会計予算第５条に定めた継続費を次のとおり改める。

　　令和２年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

款 項 事業名
補　　　正　　　前 補　　　正　　　後　

総　額 年度 年割額 総　額 年度 年割額

資本的
支　出

建　設
改良費

緑ヶ丘浄
水場中央
監視制御
システム
更新工事

２ 220,000 ２ 220,000

1,210,000 ３ 495,000 1,210,000 ３ 495,000

４ 495,000 ４ 495,000

緑 ヶ 丘
浄 水 場
高架水槽
更新工事

元 85,800 元 85,800

652,300 ２ 480,700 685,300 ２ 480,700

３ 85,800 ３ 118,800

千円 千円 千円 千円
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奈良市議案第１２２号

職員の服務の宣誓に関する条例の一部改正について

　職員の服務の宣誓に関する条例の一部を次のように改正しようとする。

　　令和２年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

　　　職員の服務の宣誓に関する条例の一部を改正する条例

　職員の服務の宣誓に関する条例（昭和２６年奈良市条例第５号）の一部を次のように改

正する。

　別記様式中「尊重し、且つ、擁護」を「尊重し、かつ、擁護」に、「民主的、且つ、能

率的に」を「民主的かつ能率的に」に、「誠実、且つ、公正に」を「誠実かつ公正に」に

改め、「印」を削る。

　　　附　則

　この条例は、公布の日から施行する。

　（提案理由）

　服務の宣誓書の様式について、押印欄を廃止しようとするものである。
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奈良市議案第１２３号

奈良市手数料条例の一部改正について

　奈良市手数料条例の一部を次のように改正しようとする。

　　令和２年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

　　　奈良市手数料条例の一部を改正する条例

　奈良市手数料条例（平成１２年奈良市条例第４号）の一部を次のように改正する。

　別表第１０７の８項中「第１４条第９項」を「第１４条第１３項」に改める。

　　　附　則

　この条例は、公布の日から施行する。

（提案理由）

　医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律の一部改正に伴い、

引用条文の整理を行おうとするものである。
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奈良市議案第１２４号

奈良市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に
支援するための法律施行条例の一部改正について

　奈良市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行条例の一部を

次のように改正しようとする。

　　令和２年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　
　

奈良市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行条例の一

部を改正する条例

　奈良市障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律施行条例（平成

１８年奈良市条例第４４号）の一部を次のように改正する。

　第２条中「３０人」を「４０人」に改める。

　　　附　則

　この条例は、公布の日から施行する。

　（提案理由）

　介護給付費等の支給に関する審査会に付議する審査件数の増加に対応するため、当該審

査会の委員定数の見直しを行おうとするものである。
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奈良市議案第１２５号

奈良市共同浴場条例の廃止について

　奈良市共同浴場条例を次のように廃止しようとする。

　　令和２年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　

　　　奈良市共同浴場条例を廃止する条例

　奈良市共同浴場条例（昭和３９年奈良市条例第２０号）は、廃止する。

　　　附　則

　この条例は、令和３年４月１日から施行する。

　（提案理由）

　東之阪共同浴場の廃止に伴い、条例を廃止しようとするものである。
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奈良市議案第１２６号

奈良市個人市民税の控除対象となる寄附金を受け入れる
特定非営利活動法人等を定める条例の一部改正について

　奈良市個人市民税の控除対象となる寄附金を受け入れる特定非営利活動法人等を定める

条例の一部を次のように改正しようとする。

　　令和２年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　

奈良市個人市民税の控除対象となる寄附金を受け入れる特定非営利活動法人等を定

める条例の一部を改正する条例

　奈良市個人市民税の控除対象となる寄附金を受け入れる特定非営利活動法人等を定める

条例（平成２５年奈良市条例第５８号）の一部を次のように改正する。

　別表特定非営利活動法人奈良ＮＰＯセンターの項及び特定非営利活動法人国際交流なら

ふれあいの会の項を削り、同表特定非営利活動法人近畿介助犬協会の項中「平成２７年１

月１日から令和２年９月３０日まで」を「令和２年１０月１日から令和７年９月３０日ま

で」に改め、同表特定非営利活動法人奈良クラブの項を削る。

　　　附　則

（施行期日等）

１　この条例は、公布の日から施行し、この条例による改正後の奈良市個人市民税の控除

対象となる寄附金を受け入れる特定非営利活動法人等を定める条例（以下「新条例」と

いう。）別表の規定は、令和２年１０月１日から適用する。

（経過措置）

２　令和２年９月３０日までにこの条例による改正前の奈良市個人市民税の控除対象とな

る寄附金を受け入れる特定非営利活動法人等を定める条例（以下「旧条例」という。）

別表特定非営利活動法人奈良ＮＰＯセンターの項、特定非営利活動法人国際交流ならふ

れあいの会の項及び特定非営利活動法人奈良クラブの項に掲げる法人に対して支出され

た寄附金について奈良市税条例（昭和４６年奈良市条例第１２号）第２４条の２第１項
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第２号の規定を適用する場合にあっては、旧条例別表の規定は、なおその効力を有する。

３　令和２年１０月１日からこの条例の施行の日までの間に旧条例別表特定非営利活動法

人近畿介助犬協会の項に掲げる法人に対して支出された寄附金について奈良市税条例第

２４条の２第１項第２号の規定を適用する場合にあっては、当該寄附金は、新条例別表

の規定に基づき支出されたものとみなす。

（提案理由）

条例別表に規定する特定非営利活動法人の構成及び個人市民税の控除対象となる寄附金

の支出の期間の変更に伴い、所要の改正を行おうとするものである。

− 144 −



奈良市議案第１２７号

奈良市体育施設条例の一部改正について

　奈良市体育施設条例の一部を次のように改正しようとする。

　　令和２年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

　　　奈良市体育施設条例の一部を改正する条例

　奈良市体育施設条例（昭和６０年奈良市条例第２４号）の一部を次のように改正する。

　別表第１の２中

「　　　　　　　　　　　　　　「　　　

　　　　　　　　　　　　　　を　　　　　　　　　　　　　　に改める。

　　　　　　　　　　　　　」　　　　　　　　　　　　　　」

　別表第４を次のように改める。

別表第４（第５条関係）

陸上競技場使用料

午前９時から午後９時ま

で。ただし、月ヶ瀬体育

館及び都祁体育館は、午

前９時から午後１０時ま

で

午前９時から午後５時ま

で

午前９時から午後９時ま

で。ただし、月ヶ瀬体育

館及び都祁体育館は、午

前９時から午後１０時ま

で

午前９時から午後９時ま

で

区　　　　　　　分
午　前 午　後 夜　間 午前 ･

午後
午後 ･
夜間 全　日

9：00
～
12：00

13：00
～
17：00

18：00
～
21：00

9：00
～
17：00

13：00
～
21：00

9：00
～
21：00

主
　
　
　
　
　
　
　
競
　
　
　
　
　
　
　
技
　
　
　
　
　
　
　
場

独占

使用

円 円 円 円 円 円
アマチ
ュアス
ポーツ
（球技
を除く
。）

入場料の類を徴
収する場合

9,600 12,800 19,200 25,600 35,200 48,000

入場料の類を徴
収しない場合

4,800 6,400 9,600 12,800 17,600 24,000

アマチ
ュアス
ポーツ
以外の
スポー
ツ（球
技を除
く。）

入場料
の類を
徴収す
る場合

営利を
目的と
する場
合

72,000 96,000 144,000 192,000 264,000 360,000

営利を
目的と
しない
場合

36,000 48,000 72,000 96,000 132,000 180,000

入場料
の類を
徴収し
ない場
合

営業宣
伝を目
的とす
る場合

33,000 44,000 66,000 88,000 121,000 165,000

営業宣
伝を目
的とし
ない場
合

16,500 22,000 33,000 44,000 60,500 82,500

球技 入場料の類を徴
収する場合

42,000 56,000 84,000 112,000 154,000 210,000

入場料の類を徴
収しない場合

19,500 26,000 39,000 52,000 71,500 97,500

個人使用（１人当たり） 200 250 500

補
助
競
技
場

独占使用
陸上競技 3,000 4,000 8,000

球技等 1,800 2,400 4,800

個人使用（１人当たり） 150 200

投
て
き
練
習
場

独占使用 1,800 2,400 4,800

個人使用（１人当たり） 150 200

多
目
的
広
場

独占使用 1,800 2,400 4,800

個人使用（１人当たり） 150 200

ト
レ
ー
ニ
ン
グ
室

独占使用 600 800 1,200 1,600 2,200 3,000

個人使用（１人当たり） 150 200 300 400 550 750

１階会議室（１室につき） 450 600 900 1,200 1,650 2,250

２階会議室（１室につき） 600 800 1,200 1,600 2,200 3,000

役員室（１室につき） 450 600 900 1,200 1,650 2,250

備考

１　使用時間を超えたときの使用料は、１時間（１時間に満たないときは、１時

間とみなす。）につき、当該使用料の額の１時間相当額とする。

２　小学校の児童、中学校及び高等学校の生徒並びにこれらに準ずる者が使用す

る場合における使用料は、当該使用料の額の２分の１に相当する額とする。

３　土曜日、日曜日及び国民の祝日に関する法律に規定する休日に使用する場合

の使用料は、当該使用料の額の２割増に相当する額とする。ただし、個人使用

の場合は、この限りでない。

４　市外利用者が使用する場合又は市外利用者が参加できる大会等で使用する場

合の使用料は、当該使用料の額の２倍に相当する額とする。ただし、個人使用

の場合は、この限りでない。

５　主競技場（独占使用の場合に限る。）を照明を伴い使用する場合の使用料は、

当該使用料の額に３０分（３０分に満たないときは、３０分とみなす。）につき、

次に掲げる額を加算した額とする。

　⑴　全部を点灯する場合　９００円

　⑵　３分の２を点灯する場合　６００円　

　⑶　２分の１を点灯する場合　４５０円

６　使用料の額に１円未満の端数が生じたときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。

７　備品その他の使用料については、規則で定める。
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区　　　　　　　分
午　前 午　後 夜　間 午前 ･

午後
午後 ･
夜間 全　日

9：00
～
12：00

13：00
～
17：00

18：00
～
21：00

9：00
～
17：00

13：00
～
21：00

9：00
～
21：00

主
　
　
　
　
　
　
　
競
　
　
　
　
　
　
　
技
　
　
　
　
　
　
　
場

独占

使用

円 円 円 円 円 円
アマチ
ュアス
ポーツ
（球技
を除く
。）

入場料の類を徴
収する場合

9,600 12,800 19,200 25,600 35,200 48,000

入場料の類を徴
収しない場合

4,800 6,400 9,600 12,800 17,600 24,000

アマチ
ュアス
ポーツ
以外の
スポー
ツ（球
技を除
く。）

入場料
の類を
徴収す
る場合

営利を
目的と
する場
合

72,000 96,000 144,000 192,000 264,000 360,000

営利を
目的と
しない
場合

36,000 48,000 72,000 96,000 132,000 180,000

入場料
の類を
徴収し
ない場
合

営業宣
伝を目
的とす
る場合

33,000 44,000 66,000 88,000 121,000 165,000

営業宣
伝を目
的とし
ない場
合

16,500 22,000 33,000 44,000 60,500 82,500

球技 入場料の類を徴
収する場合

42,000 56,000 84,000 112,000 154,000 210,000

入場料の類を徴
収しない場合

19,500 26,000 39,000 52,000 71,500 97,500

個人使用（１人当たり） 200 250 500

補
助
競
技
場

独占使用
陸上競技 3,000 4,000 8,000

球技等 1,800 2,400 4,800

個人使用（１人当たり） 150 200

投
て
き
練
習
場

独占使用 1,800 2,400 4,800

個人使用（１人当たり） 150 200

多
目
的
広
場

独占使用 1,800 2,400 4,800

個人使用（１人当たり） 150 200

ト
レ
ー
ニ
ン
グ
室

独占使用 600 800 1,200 1,600 2,200 3,000

個人使用（１人当たり） 150 200 300 400 550 750

１階会議室（１室につき） 450 600 900 1,200 1,650 2,250

２階会議室（１室につき） 600 800 1,200 1,600 2,200 3,000

役員室（１室につき） 450 600 900 1,200 1,650 2,250

備考

１　使用時間を超えたときの使用料は、１時間（１時間に満たないときは、１時

間とみなす。）につき、当該使用料の額の１時間相当額とする。

２　小学校の児童、中学校及び高等学校の生徒並びにこれらに準ずる者が使用す

る場合における使用料は、当該使用料の額の２分の１に相当する額とする。

３　土曜日、日曜日及び国民の祝日に関する法律に規定する休日に使用する場合

の使用料は、当該使用料の額の２割増に相当する額とする。ただし、個人使用

の場合は、この限りでない。

４　市外利用者が使用する場合又は市外利用者が参加できる大会等で使用する場

合の使用料は、当該使用料の額の２倍に相当する額とする。ただし、個人使用

の場合は、この限りでない。

５　主競技場（独占使用の場合に限る。）を照明を伴い使用する場合の使用料は、

当該使用料の額に３０分（３０分に満たないときは、３０分とみなす。）につき、

次に掲げる額を加算した額とする。

　⑴　全部を点灯する場合　９００円

　⑵　３分の２を点灯する場合　６００円　

　⑶　２分の１を点灯する場合　４５０円

６　使用料の額に１円未満の端数が生じたときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。

７　備品その他の使用料については、規則で定める。
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区　　　　　　　分
午　前 午　後 夜　間 午前 ･

午後
午後 ･
夜間 全　日

9：00
～
12：00

13：00
～
17：00

18：00
～
21：00

9：00
～
17：00

13：00
～
21：00

9：00
～
21：00

主
　
　
　
　
　
　
　
競
　
　
　
　
　
　
　
技
　
　
　
　
　
　
　
場

独占

使用

円 円 円 円 円 円
アマチ
ュアス
ポーツ
（球技
を除く
。）

入場料の類を徴
収する場合

9,600 12,800 19,200 25,600 35,200 48,000

入場料の類を徴
収しない場合

4,800 6,400 9,600 12,800 17,600 24,000

アマチ
ュアス
ポーツ
以外の
スポー
ツ（球
技を除
く。）

入場料
の類を
徴収す
る場合

営利を
目的と
する場
合

72,000 96,000 144,000 192,000 264,000 360,000

営利を
目的と
しない
場合

36,000 48,000 72,000 96,000 132,000 180,000

入場料
の類を
徴収し
ない場
合

営業宣
伝を目
的とす
る場合

33,000 44,000 66,000 88,000 121,000 165,000

営業宣
伝を目
的とし
ない場
合

16,500 22,000 33,000 44,000 60,500 82,500

球技 入場料の類を徴
収する場合

42,000 56,000 84,000 112,000 154,000 210,000

入場料の類を徴
収しない場合

19,500 26,000 39,000 52,000 71,500 97,500

個人使用（１人当たり） 200 250 500

補
助
競
技
場

独占使用
陸上競技 3,000 4,000 8,000

球技等 1,800 2,400 4,800

個人使用（１人当たり） 150 200

投
て
き
練
習
場

独占使用 1,800 2,400 4,800

個人使用（１人当たり） 150 200

多
目
的
広
場

独占使用 1,800 2,400 4,800

個人使用（１人当たり） 150 200

ト
レ
ー
ニ
ン
グ
室

独占使用 600 800 1,200 1,600 2,200 3,000

個人使用（１人当たり） 150 200 300 400 550 750

１階会議室（１室につき） 450 600 900 1,200 1,650 2,250

２階会議室（１室につき） 600 800 1,200 1,600 2,200 3,000

役員室（１室につき） 450 600 900 1,200 1,650 2,250

備考

１　使用時間を超えたときの使用料は、１時間（１時間に満たないときは、１時

間とみなす。）につき、当該使用料の額の１時間相当額とする。

２　小学校の児童、中学校及び高等学校の生徒並びにこれらに準ずる者が使用す

る場合における使用料は、当該使用料の額の２分の１に相当する額とする。

３　土曜日、日曜日及び国民の祝日に関する法律に規定する休日に使用する場合

の使用料は、当該使用料の額の２割増に相当する額とする。ただし、個人使用

の場合は、この限りでない。

４　市外利用者が使用する場合又は市外利用者が参加できる大会等で使用する場

合の使用料は、当該使用料の額の２倍に相当する額とする。ただし、個人使用

の場合は、この限りでない。

５　主競技場（独占使用の場合に限る。）を照明を伴い使用する場合の使用料は、

当該使用料の額に３０分（３０分に満たないときは、３０分とみなす。）につき、

次に掲げる額を加算した額とする。

　⑴　全部を点灯する場合　９００円

　⑵　３分の２を点灯する場合　６００円　

　⑶　２分の１を点灯する場合　４５０円

６　使用料の額に１円未満の端数が生じたときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。

７　備品その他の使用料については、規則で定める。

　　　附　則

　この条例は、令和３年４月１日から施行する。

　（提案理由）

区　　　　　　　分
午　前 午　後 夜　間 午前 ･

午後
午後 ･
夜間 全　日

9：00
～
12：00

13：00
～
17：00

18：00
～
21：00

9：00
～
17：00

13：00
～
21：00

9：00
～
21：00

主
　
　
　
　
　
　
　
競
　
　
　
　
　
　
　
技
　
　
　
　
　
　
　
場

独占

使用

円 円 円 円 円 円
アマチ
ュアス
ポーツ
（球技
を除く
。）

入場料の類を徴
収する場合

9,600 12,800 19,200 25,600 35,200 48,000

入場料の類を徴
収しない場合

4,800 6,400 9,600 12,800 17,600 24,000

アマチ
ュアス
ポーツ
以外の
スポー
ツ（球
技を除
く。）

入場料
の類を
徴収す
る場合

営利を
目的と
する場
合

72,000 96,000 144,000 192,000 264,000 360,000

営利を
目的と
しない
場合

36,000 48,000 72,000 96,000 132,000 180,000

入場料
の類を
徴収し
ない場
合

営業宣
伝を目
的とす
る場合

33,000 44,000 66,000 88,000 121,000 165,000

営業宣
伝を目
的とし
ない場
合

16,500 22,000 33,000 44,000 60,500 82,500

球技 入場料の類を徴
収する場合

42,000 56,000 84,000 112,000 154,000 210,000

入場料の類を徴
収しない場合

19,500 26,000 39,000 52,000 71,500 97,500

個人使用（１人当たり） 200 250 500

補
助
競
技
場

独占使用
陸上競技 3,000 4,000 8,000

球技等 1,800 2,400 4,800

個人使用（１人当たり） 150 200

投
て
き
練
習
場

独占使用 1,800 2,400 4,800

個人使用（１人当たり） 150 200

多
目
的
広
場

独占使用 1,800 2,400 4,800

個人使用（１人当たり） 150 200

ト
レ
ー
ニ
ン
グ
室

独占使用 600 800 1,200 1,600 2,200 3,000

個人使用（１人当たり） 150 200 300 400 550 750

１階会議室（１室につき） 450 600 900 1,200 1,650 2,250

２階会議室（１室につき） 600 800 1,200 1,600 2,200 3,000

役員室（１室につき） 450 600 900 1,200 1,650 2,250

備考

１　使用時間を超えたときの使用料は、１時間（１時間に満たないときは、１時

間とみなす。）につき、当該使用料の額の１時間相当額とする。

２　小学校の児童、中学校及び高等学校の生徒並びにこれらに準ずる者が使用す

る場合における使用料は、当該使用料の額の２分の１に相当する額とする。

３　土曜日、日曜日及び国民の祝日に関する法律に規定する休日に使用する場合

の使用料は、当該使用料の額の２割増に相当する額とする。ただし、個人使用

の場合は、この限りでない。

４　市外利用者が使用する場合又は市外利用者が参加できる大会等で使用する場

合の使用料は、当該使用料の額の２倍に相当する額とする。ただし、個人使用

の場合は、この限りでない。

５　主競技場（独占使用の場合に限る。）を照明を伴い使用する場合の使用料は、

当該使用料の額に３０分（３０分に満たないときは、３０分とみなす。）につき、

次に掲げる額を加算した額とする。

　⑴　全部を点灯する場合　９００円

　⑵　３分の２を点灯する場合　６００円　

　⑶　２分の１を点灯する場合　４５０円

６　使用料の額に１円未満の端数が生じたときは、その端数金額を切り捨てるも

のとする。

７　備品その他の使用料については、規則で定める。
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　鴻ノ池陸上競技場主競技場の夜間照明設備設置に伴い、夜間における施設使用料及び照

明使用料を新設しようとするものである。
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奈良市議案第１２８号

奈良市地区計画の区域内における建築物
の制限に関する条例の一部改正について

　奈良市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を次のように改正し

ようとする。

　　令和２年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

　　　奈良市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例の一部を改正する条例

　奈良市地区計画の区域内における建築物の制限に関する条例（平成３年奈良市条例第１

９号）の一部を次のように改正する。

　別表第１に次のように加える。

ＪＲ平城山車両基地
地区整備計画区域

大和都市計画（奈良国際文化観光都市建設計画）地区計画ＪＲ
平城山車両基地地区計画の区域において地区整備計画が定めら
れた区域

　別表第２東登美ヶ丘一丁目地区整備計画区域の項中「第１２条第１項に規定する第一種

電気通信事業者がその事業の」を「第１２０条第１項に規定する認定電気通信事業者が同

項に規定する認定電気通信事業の」に、「第２条第１項第７号に規定する電気事業の」を

「第２条第１項第１６号に規定する電気事業（同項第２号に規定する小売電気事業を除く

。）の」に、「第２条第１項に規定する一般ガス事業又は同条第３項に規定する簡易ガス

事業の」を「第２条第２項に規定するガス小売事業又は同条第５項に規定する一般ガス導

管事業の」に改め、同表近鉄列車基地地区整備計画区域の項中「をいう」の次に「。以下

同じ」を加え、同表三条通地区地区整備計画区域の項中「）第７条第２項各号」を「。以

下「保安規則」という。）第２条第１項第２３号に規定する圧縮天然ガススタンドであっ

て、保安規則第７条第２項各号」に、「一般高圧ガス保安規則第７条の３第２項各号に掲

げる基準（同項第２号の２に掲げる基準にあっては、同号ただし書に定めるものに係る部

分に限る。）に適合するもの」を「保安規則第２条第１項第２５号に規定する圧縮水素ス
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タンドであって、保安規則第７条の３第２項各号に掲げる基準に適合するもの（製造設備

の冷却の用に供する冷凍設備（保安規則第７条の３第２項第２号の２ただし書に規定する

ものを除く。）を用いるものを除く。）」に改め、同表登美ヶ丘北地区整備計画区域の項

中「第２条第１項第９号に規定する電気事業の」を「第２条第１項第１６号に規定する電

気事業（同項第２号に規定する小売電気事業を除く。）の」に、「第２条第１項に規定す

る一般ガス事業又は同条第３項に規定する簡易ガス事業の」を「第２条第２項に規定する

ガス小売事業又は同条第５項に規定する一般ガス導管事業の」に改め、同表押熊町西地区

地区整備計画区域の項中

「　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

「　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に改め、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

同表に次のように加える。

　　　

　　　

　　　附　則

　この条例は、公布の日から施行する。

　（提案理由）

　建築物の用途の制限等を適用する区域にＪＲ平城山車両基地地区整備計画区域を追加す

るほか、所要の改正を行おうとするものである。

Ｂ地区 ⑴　ボーリング場、スケート場、水泳場その他これらに類する

運動施設

⑵　ホテル又は旅館

⑶　自動車教習所

Ｂ地区 ⑴　ボーリング場、スケート場、水泳場その他これらに類する

運動施設

⑵　ホテル又は旅館

⑶　自動車教習所

建築物の敷地がＡ地区及びＢ地区にわたる場合においては、その敷地の

全部について敷地の過半の属する地区についての建築物の用途の制限を

適用する。

ＪＲ平城山車両基地

地区整備計画区域

車庫、車両検査修繕施設、倉庫、詰所、事務所その他の鉄道事

業の用に供する建築物以外の建築物
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奈良市議案第１２９号

奈良市火災予防条例の一部改正について

　奈良市火災予防条例の一部を次のように改正しようとする。

　　令和２年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　

　　　奈良市火災予防条例の一部を改正する条例

　奈良市火災予防条例（昭和３７年奈良市条例第１２号）の一部を次のように改正する。

第３条の４第１項第１号中「厨
ちゆう

房設備に」を「厨
ちゆう

房設備（個人の住宅その他これに類す

るものに設けるものを除く。以下この項及び第５６条第３号の２において同じ。）に」に

改める。

第９条の３第１項中「第５６条第１０号」を「第５６条第１１号」に改める。

第１２条の２第１項中「変圧して、」の次に「電気自動車等（」を、「原動機付自転車

をいう」の次に「。第１１号において同じ。）をいう」を加え、「５０キロワット」を「

２００キロワット」に改め、同項中第１４号を第１８号とし、第１３号を第１７号とし、

同項第１２号イを次のように改める。

　　イ　異常な高温とならないこと。

　第１２条の２第１項第１２号に次のように加える。

ウ　温度の異常を自動的に検知する構造とし、異常な高温又は低温を検知した場合に

は、急速充電設備を自動的に停止させること。

エ　制御機能の異常を自動的に検知する構造とし、制御機能の異常を検知した場合に

は、急速充電設備を自動的に停止させること。

第１２条の２第１項中第１２号を第１６号とし、第１１号を第１２号とし、同号の次に

次の３号を加える。

⒀　コネクター（充電用ケーブルを電気自動車等に接続するための部分をいう。以下こ

の号において同じ。）について、操作に伴う不時の落下を防止する措置を講ずること。

ただし、コネクターに十分な強度を有するものにあつては、この限りでない。
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⒁　充電用ケーブルを冷却するため液体を用いるものにあつては、当該液体が漏れた場

合に、漏れた液体が内部基板等の機器に影響を与えない構造とすること。また、充電

用ケーブルを冷却するために用いる液体の流量及び温度の異常を自動的に検知する構

造とし、当該液体の流量又は温度の異常を検知した場合には、急速充電設備を自動的

に停止させる措置を講ずること。

⒂　複数の充電用ケーブルを有し、複数の電気自動車等に同時に充電する機能を有する

ものにあつては、出力の切替えに係る開閉器の異常を自動的に検知する構造とし、当

該開閉器の異常を検知した場合には、急速充電設備を自動的に停止させる措置を講ず

ること。

第１２条の２第１項中第１０号を第１１号とし、第７号から第９号までを１号ずつ繰り

下げ、同項第６号中「電気を動力源とする自動車等」を「電気自動車等」に改め、同号を

同項第７号とし、同項第５号中「電気を動力源とする自動車等」を「電気自動車等」に改

め、同号を同項第６号とし、同項第４号中「電気を動力源とする自動車等」を「電気自動

車等」に改め、同号を同項第５号とし、同項中第３号を第４号とし、第２号を第３号とし

、第１号を第２号とし、同項に第１号として次の１号を加える。

⑴　急速充電設備（全出力５０キロワット以下のもの及び消防長が認める延焼を防止す

るための措置が講じられているものを除く。）を屋外に設ける場合にあつては、建築

物から３メートル以上の距離を保つこと。ただし、不燃材料で造り、又は覆われた外

壁で開口部のないものに面するときは、この限りでない。

　第１８条（見出しを含む。）中「充てん」を「充塡」に改める。

　第３９条第１項第１号中「第５条の２」を「第５条の３」に改める。

　第５５条に後段として次のように加える。

　　届出の内容を変更しようとする者についても、また同様とする。

第５６条第１４号中「充てん」を「充塡」に改め、同号を同条第１５号とし、同条第

１３号を同条第１４号とし、同条第１０号から第１２号までを１号ずつ繰り下げ、同条第

９号の次に次の１号を加える。

⑽　急速充電設備（全出力５０キロワット以下のものを除く。）

　　　附　則

（施行期日）

１　この条例は、令和３年４月１日から施行する。
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（経過措置）

２　この条例の施行の際現に設置され、又は設置の工事がされているこの条例による改正

後の奈良市火災予防条例第１２条の２第１項に規定する急速充電設備に係る位置、構造

及び管理に関する基準の適用については、なお従前の例による。

（提案理由）

関連省令の改正に伴い、急速充電設備の設置の基準等について所要の規定の整備を行お

うとするものである。
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奈良市議案第１３０号

奈良市立学校設置条例の一部改正について

奈良市立学校設置条例の一部を次のように改正しようとする。

　令和２年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　

　　奈良市立学校設置条例の一部を改正する条例

奈良市立学校設置条例（昭和３９年奈良市条例第１６号）の一部を次のように改正する。

第２条の表幼稚園の部奈良市立飛鳥幼稚園の項を削る。

　　附　則

この条例は、令和３年４月１日から施行する。

（提案理由）

奈良市幼保再編基本計画及び実施計画に基づき、飛鳥幼稚園を廃止しようとするもので

ある。
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奈良市議案第１３１号

財産の取得について

　市民防災教育普及啓発事業として、次に掲げる物品を取得するものとする。

　　令和２年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１．物品の表示

名　　　称 種　　　　類 数　量

防災体験装置 仮想体験機能付起震コンテナ １　台

２．契 約 金 額　　　　４８，７３０，０００円

３．契約の相手方　　　　大阪府大阪市淀川区西宮原二丁目１番３号

　　　　　　　　　　　　ＳＯＲＡ新大阪２１・１４０１室

　　　　　　　　　　　　キンパイ商事株式会社

　　　　　　　　　　　　　代表取締役　松浦　英男
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奈良市議案第１３２号

財産の取得について

　消防車両整備事業として、次に掲げる物品を取得するものとする。

　　令和２年１１月３０日提出

奈良市長　　仲　川　元　庸　　

１．物品の表示

名　　　称 種　　　　類 数　量

救急自動車 災害対応特殊救急自動車 １　台

２．契 約 金 額　　　　２３，９８０，０００円

３．契約の相手方　　　　奈良市大安寺町４９８番地１

　　　　　　　　　　　　奈良日産自動車株式会社奈良店法人営業課

　　　　　　　　　　　　　課長　池田　昌浩
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